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1章. 本 調 査研 究 の 日的及び方法
日本 の技 術 貿 易 は､ 経 済活 動 の急 速な グ ロー バ リゼー シ ョ ンの進 展 とともに近
年拡 大 傾 向 にある｡ 日本 の技 術 貿 易 に関す る代 表 的な統 計 と して は､ 日本銀行 の
｢国 際収 支 統 計｣お よび総務 庁 の ｢科学技術研 究 調査報 告｣が ある｡
科 学技 術 政 策研 究所 で は､ 技術 貿 易の うち技 術 輸入 につ いて は､ 従 来 よ り ｢外
国為 替及 び外 国貿 易管 理 法｣ に基 づ く技術 導 入 の契約 の締結 (変更 ) に関す る報
告書 等 に基 づ き､ ｢外 国技術 導入 の 動向分 析 ｣ を毎年作 成 し､ そ の動 向 につ いて
分析 を行 って きた｡ そ して年 々重 要 性 を増す技 術 輸 出 について も､ 従 来 の技術 貿
易統 計で 行 わ れて いる金額や 件数 の 量的 な把握 に とどま らず､ 輸 出技術 の内容､
契約 形態､ 対 価 の受取 り方法 とい った技術 輸 出 の質 的な面で の分析 を行 うた め に､
平成 4年 度 よ り毎年 民間企 業 に対 して ア ンケー ト調査 を実施 し､ そ の分析 結果 を
｢日本 の技 術 輸 出の実 態 ｣ と して発 表 して い る｡
上記 につ いて は､ 平成 4- 6年 度 まで に締 結 され た技術輸 出契約 につ いて取 り
ま とめた もの を分析 し､ 各年 度毎 に報告 して い るが､ 輸 出先 国 につ いて の比較 も
行 って い る｡ 3カ年分 の調査 によれ ば､ 中国 に対す る技 術輸 出 の件数 の伸 び は､
主要 国 の 中で 最 も大 き く､ 米 国､ 韓 国 に次 いで第 3位 の輸出先 国 とな って い る｡
また､ 中国 につ いて特 徴 的 なの は､ 平成 5､ 6年度 は､ 資 本 関係 の ある企 業へ
の技術 輸 出件 数が､ 第 1位 を 占め て お り､ 資 本 関係 を持 って技術 が移 転 され るケ
ー スが多 い とい う ことで あるO
これ らの調 査結果 を踏 まえ､ 当研 究所 は､ 日本 か ら中国へ の技術移 転 に関す る
貿易構 造 を明 らか にす るため に中国 国家科 学 技 術委 員全科技 促進発 展研 究 中心 の
協 力 を得 て ｢日中の技術 移転 に関す る調査研 究 ｣ を行 うことにな った｡
そ のた め､ 中国現地 にお いて技 術 導入 に関係 して いる行政機 関及 び 日中合弁企
業へ 聞 き取 り調査 を行 う とと もに､ 日本 にお いて 日中貿 易の調査機 関や 中国 に技
術移 転 を行 って いる 日本 企業 か ら聞 き取 り調 査 を行 い､ そ の結果 を整理 したO
そ れ と ともに､ 日本 の高度 経済 成 長期 と中国 の現状 を比較 し､ 日本 と中国 の社
会環 境 と産 業 政策 の相 違 点 も明 らか に して い る｡
最 終 的 に､ 日中の技術 移転 に関す る問題 点 を洗 い出 した上 で､ 具体 的な提 言 を
行 った｡
表 1- 1 各統 計調査 の項 目比較
調査 名 日本 の技 術 輸 出の実 態 科 学技 術研 究 対外 及 び対 内
調査 報 告 直接投資 の状況
担 当機.関 科学技術 庁 総務 庁 大蔵 省
科学技術 政策研究 所 統 計 局 国 際金融 局
≡内 輸 出のみ の件 数 輸 出入 の件数 直 接投 資 の件数
デ ー タ ≒容項 目 i分 輸 出入 の金額 直接投 資 の金額産 業分類､ 相 手国 産 業分 類､ 相 手 国 産 業分類､ 相 手 国
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2章. 統 計か らみた 日本 の技 術輸 出 の動 向
本 章 で は､ 日本 か ら中国へ の技術 輸 出の最 近 の傾向 を､ 日本 の技術 貿易 に関連
す る統 計 か ら他 の ア ジア諸 国 へ の技 術 輸 出の動 向 と比較 しつ つ分 析す る｡
日本 の技術 貿易統 計 には､ 総務 庁 統 計局 の ｢科 学技 術研 究 調 査 報告 (以 下､ 総
務庁 統 計)｣､ 日本銀行 の ｢国際収 支統 計 (以下､ 日銀統 計) ｣お よび技 術 輸 出
につ いて は､ 科 学技術 政 策研 究所 の ｢日本 の技術 輸出 の実態 (以下､ 技術 輸 出の
実 態 ) ｣が あ る｡ ただ し ｢日銀統 計｣ は全体 の輸 出入 の金額 のみ で､ 国別 のデー
タが 記載 され て いな いので､ ここで は ｢総務庁 統 計｣ お よび ｢技術 輸 出の実 態｣
を用 い る｡ ｢総 務庁統 計｣ で は業 種 別､ 相 手 先 国別､ 新規､ 継 続別 に技術 輸 出件
数､ 金額 が集 計 されて い る｡ 一方､ ｢技術輸 出 の実態 ｣ は平 成 4年度 分以 降 しか
デー タが無 く､ 技 術輸 出件数 のみ を取 り扱 って いるが､ 技術 輸 出 の契 約 内容 (契
約 期 間､ 対価 の受 取方 法 ) まで踏 み込 んだ調査 を して いる｡
また､ 日本 の技術 輸 出 は近 年直 接投 資 に関連 してな され る ことが多 いの で大蔵
省 国 際金 融 局 の ｢対外 お よび対 内直 接投 資状況 (以下､ 大蔵 省 届 け出統計 ) ｣ を
用 い て 直 接 投 資額 の推 移 をみ る｡
まず ｢大蔵 省届 け出統 計｣ お よび ｢総務庁 統 計 ｣で技術 輸 出 に関す る量 的 な推
移 を分 析 し､ そ の後 ｢技 術 輸 出の実 態 ｣ で技術 輸 出の質 的 な面 の分析 を行 う｡
1. 日本 の対外 直接 投 資額 の推 移
｢大 蔵省 届 け出統 計 ｣ の対外 直 接投資額 の推 移 をみ る と､ 1990年度 に は全体
で 8兆 3,527億 円で あ った のが 1993年度 には4兆 1,514億 円 に まで落 ち込ん だ もの
の､ そ の後 は増加 に転 じ1995年 度 には､4兆 9,568億 円 とな って いる｡ そ の うち
ア ジ ア向 けの ものは 1990年 度 に1兆343億 円で あ った のが､ 1993年度 7,672億 円ま
で減 少 した もの の1995年 度 には1兆 1,921億 円 に まで 増加 してお り､ 全体 に 占め
るア ジ ア向 けの割 合 は 1990年度 の 12.4%か ら1995年 度 は24.1% と大 き く増 加 し
て い る｡
これ を製 造業 に絞 って み る と､ 全体 で 1990年 度の2兆2,718億 円か ら1995年度
は 1兆 8,326億 円 と推移 して いるが､ そ の うち ア ジア向 けは 1990年度 の4,496億 円
(全体 の19.8%)か ら1995年度 は7,814億 円 (同42.6%) と大 き く増加 して お り､
製 造 業 に限 る とアジ アが 北 米 を抜 いて最大 の直 接投 資先地域 とな ってい る｡
(図 2-1参 照)
さ らに､ ア ジア各 国別 に 日本 の製造 業 の直 接投資額 の推 移 をみ る と､ 1990年
度 には アジア向 けの総 額 4,496億 円の うち タイ､ マ レー シア､ イ ン ドネ シアの3
カ 国 向 けで 2,684億 円 と約 59.7%を 占めて いた のに対 し､ 中国 向 けは237億 円で､
韓 国 向 け とほぼ同 じ低 い水 準 に留 まって いた｡ しか し1995年度 には アジ ア向 け
の総額 7,814億 円の うち タイ､ マ レー シア､ イ ン ドネ シアの3カ 国向 けは2,453億
円 と1990年 度 を下 回 って い るの に対 して､ 中国 向けは3,368億 円 と1990年度 の約
14倍 と飛躍 的 に増加 し､ ア ジア最 大 の直接投 資 先 とな って いる｡
(図 2-2参 照)
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図2-1 日本の地域別直接投資額の推移 (単位 :億円)
全産業 製造業
1990 1991 1992 1993 1994 1995
年度 年度 年度 年度 年度 年度
1990 1991 1992 1993 1994 1995
年度 年度 年度 年度 年度 年度
J ァジア E当 北アメリカ 巨頭 ヨーロッパ [コその他
出典:大蔵省届け出統計
図2-2 日本の製造業のアジアへの直接投資額の内訳
中国5.3%
タイ･マレーシア･イント■ネシア59.7%
1990年度
出典:大蔵省届け出統計
1995年度
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2. 日本 の技術 輸 出額､ 件数 の推移
総務庁統 計 によ り日本 の技術 輸出件数お よび受取額 をみる｡ まず､ 件数 につ
いて は､ 日本 の1995年度 の技術輸 出件数 (新規 のみ) は2,238件で あ り､ そ の う
ちアジア向 けが 1,590件､ 全体 の70.0% と非常 に高 い割 合 を占めて いる｡
また､ 受 取額 につ いてみ る と､ 日本 の1995年度 の技術 輸出額 (新規､ 継続 の
合 計) は全体 で約 5,621億 円で あ り､ 1990年度 よ り65.6%増 と急 速 に拡大 して い
る｡ 特 にそ の 中で もアジアへ の輸 出額 は､ 2,823億 円 と1990年 度 よ り81.8%増加
し全体 の50.2%を 占めて いる｡ (図 2-3参 照)
つ ぎに､ ア ジア各 国へ の技術輸 出額､ 件数 の推移 をみ る｡ まず､ 日本か ら中
国へ の新規 の技術 輸 出件数 は､ 1990年度 の76件 か ら年 々増加 して1995年度 は約
4倍 の305件 とな り､ ア ジアで は韓 国 (340件 ) に次 ぐ第 2位 の技術 輸出相 手国
とな って い る｡ 他 の国 ･地域へ の技 術輸 出件 数 が年度 ごとに増減 して いるの に
対 して､ 中国へ の新規 の技術輸 出件 数の増加 は際だ って いる｡
日本 の製造 業 は､ 東南 ア ジア諸国 の人件費 の上昇や 中国の対 外改革開放政策
等 に伴 って東南 ア ジア諸 国か ら中国へ投資 を シフ トさせ てお り､ それ に伴 い技
術 輸 出の案 件 も対 中国が急 増 して い るもの と思 われ る｡
しか し､ 中国へ の技術 貿易額 の推 移 をみ る と直接投資額お よび技術輸 出件数
の推移 とは異 な る動 きを示 して いる｡
日本か ら中国へ の技術 輸 出額 (新 規､ 継続 合 計) は1 1990年度 の68億 円か ら
1995年度 は 178億 円 と約 2.6倍 に増加 して いる｡ ところが､ そ の額 を他 の国 ･地
域 と比較す る と韓 国 の646億 円の約4分の 1､新規 の技術輸 出件 数 で 中国 を大 き く
下 回 るマ レー シアの約2分 の 1とな ってお り､ 件 数の増加 と比べてそ の対価 で あ
る金額 の伸 びが他 の国 ･地域 よ りも鈍 い ことがわか る｡ (図 2- 4参 照)
技術輸 出 に対す る対価 は､ ランニ ング ロイヤルテ ィ方式が用 い られ る ことが
多 く､ 輸 出 され た技術 を用 いて作 られた製 品 の売上 高 に応 じて金額 が上下す る｡
よ って技術 輸 出 1件 あた りの金額 は輸 出 された技術 の レベル､ 価 値 の他 に､ そ の
技術 が どの程度利益 を生み 出 して い るか を示 して いる｡
そ こで､ 輸 出 され た技術 が 1件 あた りどれ ぐ らいの利 益を生 み出 して いるか
の 目安 と して､ 過去 5年 間 の技術 輸 出額 (新 規､ 継続合 計)お よび技術輸 出件
数 (新規､ 継続合 計) の合 計か ら､ 各国 ･地域 の技術輸 出 1件 あた りの金額 を
算 出す る｡ す る と世界平均 が51百万 円に対 して アジア平均は42百万 円で あるが､
ア ジアの 中で非常 にば らつ きが あるO タイ､ マ レー シアでは50百万 円以上 と高
くなって い るの に対 して､ 中国で は25百万 円 と非常 に低 くな って いる｡
(表 2-1参 照)
日本 の製 造 業 の中国へ の進 出が本 格化 した のは1992年 頃か らと台湾や アセ ア
ン諸 国 と比べて遅 く､ まだ ロイヤル テ ィが充分 に回収で きる段 階 にきて いな い
ことも挙 げ られ るが､ そ の他 に中国 につ いて は技術 輸 出の対価 の回収 を困難 に
す る要 因が ある もの と思われ る｡
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出典:総務庁統計
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図2-4 日本のアジア各国への技術輸出件数および金額の推移
(億円)
1990年度 1991年度 1992年度 1993年度 1994年度 1995年度
出典:総務庁統計
1990年度 1991年度 1992年度 1993年度 1994年度 1995年度
__ ナ.･.日.撃….∴中周 _三㌧了L,Jtア
表2-1 直近5年間の国 ･地域別の技術輸出 1件あたりの金額
年度 91-95合計 91-95合計 金額/件数
西暦 金額 (百万円) 件数
全体 2,172,810 42,774 51
北アメリカ 694,925 8,403 83
ヨーロッパ 374,546 7,460 50
アジア 1,029,019 24,289 42
中国 75,757 3,012 25
韓国 253,986 6,712 38
台湾 136,617 3,853 35
タイ 160,980 2.719 59
出典 :総務庁統計
5ー-
(件)
3.業種別 の 中国へ の技術 輸 出額､ 件数 の推移
業種別 に中国への新規 の技術 輸 出件数 の推移 をみる と､ 各業種 と も年度 ごと
の増減 は大 き いが､ 電気機械 工業 と機械 工業 の件数が 多 い ことがわ か る｡
次 に業種別 に中国へ の技術 輸 出額 (新 規､ 継続合計) の推移 をみ る と､ ほ と
ん どの業種 で はそれ ほ ど金額 の伸 びが大 き くないのに対 して､ 電気 機械 工業で
は年 々顕著 に増加 してお り､ 1995年度 には74億 円と全 産 業178億 円の41.6%を 占
めて いる｡ (図 2-5参 照 )
電 気 機械 工業 は､ 工場 の建設 に 当た り､他 産業に比べて必要な投 資額 が少な
い｡ また､ 最終 消費財 の製造 が 中心で あ り､ 組立て工程 の 占める割 合が高 く､
安 価 な労働 力 と巨大な市場 を求 めて､ 他 の業種 と比較 して積極的 に 中国 に進 出
してお り､ 技術 輸出額 も大 き くな って い る もの と思わ れ る｡
しか し業種 別 に､他 のア ジア諸 国 と技術 輸 出1件あた りの金額 を比較す る と､
中国 につ いて は､ アジアの他 の国 ･地域 で比較的 1件 あた りの金額 が高 くな っ
て いる電気機械 工業お よび輸送用 機械 工 業 にお いて､ 1件 あた りの金額が低 い
こ とがわ か る｡ (表 2-2参 照 )
そ こで さ らに､ 電気機械工業 の技術 輸 出金額､ 件数 の推移 を他 の アジアの国
･地域 と比較す る と､ マ レー シアで は金額､ 件数 とも大 き く増加 し､ 韓 国､ 台
湾､ タイ､ イ ン ドネシアで は件数 はさほ ど増 えていな いのに受取額 が急増 して
いるの と比較 して､ 中国で は件数 の伸 び は大 きいもの の受取額 の伸 び はそれ ほ
ど大 き くな い｡ 輸送用機械工業 は 中国へ の進 出が遅れ た ため､ まだ収益が あが
って いな い もの と思われ るが､ 中国で は進 出が最 も積 極 的で あった電気機械工
業 にお いて も､ 技術移 転 に対す る収益 を まだそれほど得 られて いな い ことがわ
か る｡ (図 2-6参 照 )
図2-5 業種別の中国への技術輸出件数および全板の推移
(億円)
1990年度 1991年度 1992年度 1993年度 1994年度 1995年度 1990年度 1991年度 1992年度 1993年度 1994年度 1995年度
聖撃望･禦禁.讐讐㌍業｣幣 -t讐禦.,
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出典:総務庁統計
表2-2 国 ･地域別､業種別の技術輸出1件あたりの金額 (91-95年度)単位:百万円
全産業 電 気 機械 化学 鉄鋼 輸送機械
全体 51 69 20 41 25 118
北アメ7)A 83 66 37 100 19 249
3-ロツノ1' 50 65 33 38 23 118
アジア 42 77 14 23 32 75
中国 25 27 21 33 29 34
韓国 38 92 12 17 17 87
台湾 35 64 7 13 78 89
タイ 59 70 16 28 17 148
出典 :総務庁統計
図2-6 電気機械工業のアジア各国･地域への技術輸出件数及び金額の推拷
?
?
?
?
??
?
?
?
?
0 50 100
出典:総務庁統計
150 200 250 300
技術輸出件数
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表2-3 ア ジア各 国 ･地域 へ の技 術 分類 別技 術 輸 出J件数 (92-94年度合計)
全体 アジア 中国
輸送用機械 276輸送用機械 162民生用電気機械 32
電子 .通信用部品 135電子 .通信用部品 84電子 .通信用部品 27
電子計算機 126民生相電気機械 74輸送岡機械 23
医薬品 117油脂 .塗料 60鉄鋼 1098781
金属製品 99電子計算機 56油脂 .塗料
有機化学 97有機化学 56窯業
油脂 .塗料 97金属製品 52その他の機械
鉄鋼 83産業用電気機械 52産業用電気機械
民生用電気機械 79非鉄金属 47電子計算犠
その他化学製品 73鉄鋼 42通信横根
非鉄金属窯業その他 716754窯業その他 3944その他化学製品医薬品
合計 2068合 計 1188合計 237
韓国 台湾 タイ マレーシア
輸送用機械 63輸送用機械 16輸送網機械 16輸送用機械 15
電子 .通信用部品 18電子 .通信用部品 14有機化学 13非鉄金属 12
一般産業用機械 18非鉄金属 13電子 .通信用部品 ll産業用電気機械 7
その他の機械 16有機化学 12鉄鋼 1098763 民生用電気機械 5
有機化学 16産業用電気機械 ll油脂 一塗料 通信機械 5
産業用電気機械 13民生用電気機械 10食料品 電子 .通信周部品 4
医薬品 ll電子計算機 0877 金属製品 金属製品 4
金属製品 ll金属製品 その他化学製品 電子計算機 3
民生用電気機械 0その他化学製品 非鉄金属 建設業その他 316油脂 .塗料金属製品建設業 197鉄鋼 電子計算機その他
出典 :技術輸出の実態
100%
図2-8 特許 ･ノウハウ･商標有の契約 (92-94年度合計)
96.1% 97.7% 97.3%
全体 アジア 中国 韓国 台湾 タイ マレーシア
□ 特許有 蓋題 ノウハウ有 高標石
出典 :技術輸出の実態
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4. 中国へ の技術 輸出の質的な特徴
こ こでは ｢技術 輸出の実態 ｣ のデー タ を元 に､ 日本 か ら中国へ の技 術輸 出の
質的な特徴 を､ 他 のアジアの国 ･地域 との比較 を含 めて分析す る｡
(1) 輸 出 された技術 の内容
｢技術 輸 出の実態｣で は技 術 輸 出 を行 った企業 の業種だ けで はな く､ 輸 出
され た技術 の内容 に着 目し5技術分野､ そ れ をさ らに48技術 分類 に区別 して い
る｡ まず､ 技術 分野 をみる と､ 中国へ の技術輸出は他 のアジアの国 ･地域 と
比較 して電気分野の比率 (38.8%)が 高 くな って いるのが特徴 で あ る｡
(図 2- 7参 照 )
これ を さ らに細か く技術分 類 をみ る｡ 日本 の技術 輸 出にお いて は ｢輸 送用
機械 ｣即 ち 自動車関連 の技術 の割 合が非常 に高 く､ 全体で は 13.3%を占めて
お り､ ア ジアの各国 ･地域 をみて も中国以外 では ｢輸送用機械｣ が トップを
占めて いる｡ それ に対 して､ 中国で は ｢民生用電気機械｣即 ち家電 品関係 の
技術 が最 も多 く､ つ いで ｢電 子 ･通信用 部品｣ といった電気 分野 の技術 が上
位 を 占めて いる｡ (表 2-3参 照 )
(2) 輸出 され た技術 の種類
輸 出 されて いる技術 の種類 をみ る と､ 対 中国で も他 のアジアの国 ･地域 と
同様､ ほ とん どのケー ス (96.1%) に ノウハ ウが含 まれて いる ことがわか る｡
技術 消化 能 力の点で特許 のみ の技術移 転 で は困難な ことを示 して いる｡
(図 2- 8参 照 )
図2-7 アジア各国 ･地域別の技術分野の内訳 (92-94年度合計)
26.2% 24.8% 22.2% 12.2% 14.6%
27.1% 17.8% 1.9% 14.1%
N=2068件
N=1188件
38.8% 24.5% 15.6% 8.9%12.2%
中国
韓国
台湾
タイ
マレー シア
47.9% 17.5%4.6%9.6%
20.2% 16.9% 15.7% 14.6%
19.7%15.2% 26.5% 17.4% 21,2%
35.1% 21.6% 6.8% 24.3% 12.2%
L電気 国 機械 【頭 化学医∃金属 [コ その他
出典.技術輸出の実態
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N=237件
N=303件
N=178件
N=132件
N=74件
(3)輸 出先企 業 との資 本 関係
日本 の技術 輸 出元企 業 と輸 出先企業 の資本 関係 をみ る と､ ア ジアへの技術
輸 出は韓 国 を除 き､ 資本 関係 のある企業へ の輸 出の割 合が高 くな って いる｡
中国 につ いて も約 半数 (49.8%)が資本 関係 のある企業へ の輸 出で あ り､
直接投資 に伴 って技術 が移転 されて いる ことが は っき りとわ か るO (図 2-
9参 照) これ をさ らに主要業種 につ いてみる と､ 電気機械工 業 は資本関係 の
ある企業 へ の輸 出の割 合が58.7% と高 く､ 直接投資 に伴 う技 術移 転が 中心で
ある ことがわか る｡ 一方､ 輸送用機械 工業お よび鉄鋼 業 は資 本 関係 のな い企
業へ の技 術輸 出の割 合 がそれぞれ70.8%､71.4% と高 く､ 資 本 を伴わな い技
術提携 の形が 中心 で ある ことがわか る｡ (図 2-10参 照)
(4)技術 輸 出の対価 の受取方法
中国へ の技術輸 出 に対 す る対価 の受取方法 は､ 他 の国 ･地 域 と同様､ 輸出
先 との資本 関係 の有 無 によ って異な るO 一般 に資本関係 のな い企 業 に対 して
はイニ シ ャル ペイ メ ン ト形式で受領す る割合が高 く､ 資本関係 の ある企業 に
対 して は ランニ ング ロイ ヤル テ ィ形式で受 け取 る割合 が高 い｡ これ は対価 の
回収 の確 実性等 か ら当然 の結果 と思われ る｡ (図 2-11参照 )
5. ま とめ
本章で は､ ｢総務庁統 計｣､ ｢大蔵省届 け出統 計｣､ ｢技術 輸 出の実態 ｣ を
用 いて､ 日本か ら中国へ の技術 輸 出の状況 を概括 した｡ ここで そ の主要な特徴
を挙 げる と､ 以下 のよ うにな る｡
(1) 日本企業か ら中国へ の直接投 資および技術輸 出の量的推 移
日本か ら中国へ､ 1992年度 以降製造業 の直接投資が飛躍的 に拡 大 してお り､
それ に伴 って技術輸 出件 数 もア ジアの主要国 ･地域 の 中で最 も大 き く増加 し
て いる｡ しか しそれ に対 す る受取額 は､ 増加 は して いる もの の他 のアジアの
国 ･地域 と比べて伸 び 率が低 くな って いる｡
(2)業種 別 の動 向
主要業 種 につ いて 日本 か ら中国へ の技術 輸出の量的推移 をみ た場合､ 件数
的 には各業種 とも年度 ごとに大 きな変化 が あるが､ 対価 の受 取額 をみ る と電
気機械工 業 のみ堅調 に増加 して いる｡ しか しそ の電気機械工 業 にお いて も､
他 のアジ アの国 ･地域 と比べて件数 の増加 に対す る受取額 の伸 び は低 く､ 技
術輸 出 1件 あた りの受取額 が低 くな って いる｡
(3) 日本企業 の技術移 転 の形態 につ いて
日本企 業 の 中国 に対 す る技術移 転 の形態 は業種 によ って異 な り､ 電気機械
工業で は直接投資 に伴 う技術 輸 出が多数 を占めて いるの に対 し､ 輸送用機械
工業や鉄 鋼業で は資本 を伴 わな い技術提携 が 中心で あ る｡
これ らの点 を踏 まえて､ 各機 関か らの聞き取 り調査 を実 施 し､ 第 6章よ りさ ら
に詳 しく分析 す る｡
Ilo-
図2-9 国 ･地域別の技術輸出契約における資本関係 (92-94年度合計)
22.7% 13.2%
23.6 % 19.1%
2 8 .3 % 2 1 .5 %
7.0% 10 .6 %
31.5% 11,2%
39.3% 6.0% 54.8%
IL 2分の1以上の所有 園 2分のl未満の所有 [コ 貸本関係なし
出典:技術輸出の実態
図2-10 中国への技術輸出における資本関係(主要業種別･92-94年度合計)
28.3% 215% 50.2%
40.2% 185% 413%
電気機械工業
株械工業
輸送用機械工業
化学工業
鉄鋼業
294% 11.8% 588%
16.7% 12.5,i
219% 28.1%
286% 71.4%
■ 2分の1以上の所有田 2分の1未満の所有 ⊂コ 資本関係なし
出典:技術輸出の実態
図2-11資本関係別の対価の受取方法(92-94年度合計)
19.5% 37.1% 361% 7.3%
中国全体
資本関係なし
2分の1未満所有
2分の1以上所有
347% 426% 13.9% 8.9%
9.1% 455% 34.1≠ 11.4%
1.7%21.7% 750% 1.7%
医ヨイニシャルへ○ィルトのみlゴ イニシャル+ランニング団 ラン二ンク'E)イヤルティのみ[コ その他
出典:技術輸出の実態94
3章. 中国の科学 技術及 び産 業政策 の推進体 制
中国の科 学技術 及び産業政策 の推進体 制 は､ 中央政府 と地方政府 の二 つの部
分 か ら構成 され て いる｡ 中央政府 の関係 部 局 としては､ 国務 院､ 国家計画委員
会､ 国家経 済 貿易委員会､ 国家科 学技術 委員 会及び国家教育委員会 か ら構成 さ
れ て いる｡
それぞれ の役割 は､ 国家 計画委 員会 及 び 国家経済貿 易委員会が産業技術 の進
歩 と生産技術管 理 を担 当 し､ 国家科学技 術 委 員会が政府 の基礎研 究､ 応用研究
及 び 開発研 究 を担 当 し､ 国家教育委員会 が科学 と技術 の人材育成 を担 当 して い
る｡ 各産業 (鉄 鋼､ 化学､ 電子等) の科 学技術及び産業 政策 につ いては､ 各産
業 の主管部 門 (冶金工業部､ 化学工業部､ 電 子工業部等 )がそ の計画の策定 と
実 施 を担 当 して いる｡
中国科学 院は基礎研究 と応用研 究 に従 事す る学術研 究機 関で あ り､ 業務 上､
国家科学技術委 員会 の管轄 下 に入 って い る｡
各地方政府 (省､ 市､ 県 ) には､ 全て 中央 政府 の行 政機関 に対応 す る組織が
設 け られてお り､ これ らの組織 は同地 区 の科 学技術及 び産業政策 を策定 し､ 国
の政策 を推進 して いる｡
1980年代 以降､ 中国の中央政府 は､ 科 学技術及び産 業政策 の推進 のための重
要 な各種 の科学技術 計画 を策定 して いる｡ (表 3- 1参 照) (参 考 3参 照)
表 3-1 中国の主な科 学技術 計画
計画 名称 担 当部 門 策 定年 計画 の種類 国家 関与型
国家 重点科技攻 略 国家計画委 員会 1982年 技術研究 振興 指令性
計画 国家科 学技術委員会
国家 重点 工業性 試験計画 国家計画委員会 1984年 工業フ○ロシ'エクト振興 指令性
国家重点実験室 計画 国家計画委員 会教 育中国科 学院 等 1984年 科学研究人材育成 指令性
星火 計画 国家科技委員会 1985年 農 業技術 普及 指導性
高技 術研究発展(863)計画 国家科 学技術 委員会 1986年 ハイテク技術振興 指令性
火大巨(たいまつ)計画 国家科 学技術 委員会 1988年 ハイテク技術 振興 指導性
国家 重点新産 国家科学技術 委員会 1988年 技術普及 指導性
品試 制 計画 国家計画委員会
国家 重点科技成果 推康 計画 国家科 学技術委 員会 1990年 技術普及 指導性
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各科学技 術 計画 につ いての策定 の手続 きは､ 関係各部､ 委 員会が国家科 学技
術委員会 の定 めて いる重大 プ ロジ ェ ク ト人材選 抜原則及び要 求 に基づ き､ 科学
者 を組織 して重大 プ ロジェク ト提案 を策定す る｡ 科学者個 人 または グルー プが
直接重大 プ ロジェク トを提案す る場合 もあ り､ 国家科学技術 委員会 に報告 して
人員 を選抜 派遣す る｡
国家科学 技術委員会 は､ 国家教育 委員会､ 中国科学 院､ 国家 自然科学基 金委
員会 及び関係部 門､ 委 員会 と共 同 して､ 様 々な学術 分野 の科 学者 と行 政 の専 門
家 を組織 した上位組織 として ｢国家基礎性研 究 重大 プ ロジェ ク ト立案審査評定
委員会｣ を組織 し､ 同委員会 は重 大 プロジェ ク トの審査評定 に責任 を負 う｡
各重大 プ ロジェク トはいずれ もプ ロジェク ト実施機 関を確 定 しな けれ ばな ら
な い｡
一般 に国務 院 に設置 されて いる関係部局や委 員会が これ を担 当す る｡ これ ら
部局 の機能 につ いて は､
① プ ロジェ ク ト専門家委員会が設 立 され､ 首 席科学者 の選抜
② 専 門家委 員会 の制定 した プ ロジェ ク ト総合 計画及び課題 計画 の審査決定
③ 専 門家委 員会 の提 出 した課題責任 者及び課題 の主要担 当機 関の審議
④ 専門家委 員会 の制定 した執行状 況 の審議
⑤ プ ロジェ ク トの審査 評定､ 検定 の組織化
が含 まれ て いる｡
地方政府 は､ 独 自に科学技術及 び産業政策 を策定す る ことがで きるが､ 各地
方政府 は同地 区の科学 技術及び産 業 政策 を策 定す る際､ 中央 政府 の政策 を指示
通 りに実行 す るか､ または参考 に して政策 を立案す るかのいずれかで ある｡ 中
央政府 は行 政権 限 と予算配分権 限 を行使 し､ 地 方政府 は､ そ れ に基づ いて政策
を実行 して い くのが役割 で ある｡
中央 政府 の立案 した政策 は､ 経 済特区及び重 要産 業 開発 区等で試験 的 に実施
され､ そ の後 内陸部 に広 め られ る場 合が ある｡ そ のため､ これ らの地 区で実施
され る政策 は､ 内陸部 の地方政府 が政策 を立案 す る際 の重要 な参考 にされ て い
る｡
注)本記述 は､ 主 として 中国国家科 学技術委 員 全科技促進発 展研究 中心 によ る｡
注)表 3- 1の国家 関与型 について は､ 指令性 計画 は､ 中央 政府 の強制 力が強
く､ 予算 等 の措置 も中央政府で な され る計画 で あ り､ 指導 性計画 は､ 地 方政
府 の 自主性 が重視 されて いる計画 の ことを意 味 して いる｡
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4章. 中国の技術導入 政策
中国 にお いて移 転 され る技術 は､ 大別 して 2つ に分 ける ことがで き る｡ 一方
は､ 国際間の技術移 転で あ り､ 技術導入 と称 されてお り､ もう一方 は､ 国内各
地域､ 各産業聞及 び企 業間 の技術移転で あ り､ 技術普及 と称 され て いる｡
特 に､ 対外改革 開放政策 の施行後 につ いて は､ 外 国企業か らの技術 導入 は中
国 の科 学技術 政策 及 び産業政策 の根幹 をな して いる｡
なお､ 中国 にお ける技術 導入 の定義 は､ 日本の もの と異な り､ プ ラン ト, 設
備等 の輸入が含 まれ てお り､ 統 計の中に数 え られて いる｡ 従 って､ 中国側 の技
術導入 に関す る統 計 につ いて は､ 日本 の統 計 と差が ある ことを念頭 に置かな け
れ ばな らな いO (本 章 のデー タ について は､ 中国統 計年鑑 によ る｡ )
1. 中国の技術導入政策 と導入 状況 の変遷
中国の技術導入 に関す る これ まで の状況 を概観 して見 る と, 1950年か ら
1959年 にか けて 中国の技術導 入数 は計428件､ 27億 ドルで あ ったが､ 1963年か
ら1966年 にか けて はわず か84件､ 3億 ドル にとどまった｡ しか し､ 1973年か
ら1979年 には中国 は再び技術 導入 ブーム を迎 え､ プ ロジェク ト数 の上で も大
幅 に増加 し､ 合 計金額 も60億 ドル近 くに達 した｡
1980年以後､ 中国の技 術導 入 プロジェ ク トは増加 したが､ 1980年 か ら1984
年で は計948項 目､ 22億 ドルあ った｡ それが 1985年か ら1990年 には中国の技術
導入 はプ ロジェ ク ト数 のみな らず金額 的 に も大幅 に増加 し､ 導入件数 は
2,977件､ 金額 は72億 ドルに達 した｡ 1990年､ 国際関係の変化 によ り､ 中国の
技術 導入 は停滞 したが､ 1995年 には再び技 術導入 ブーム を迎 え､ 導 入数 は
3,629件 と､ 1994年の17倍 に達 し､ 金額 も130億 ドル で､ 1994年 の 3倍 に達 し
た｡ (図 4- 1参 照)
中国の技術導入 の推移 は､ 国際関係 の変化､ 国内経済 の変化 と密 接 に関係
して いる｡
1980年代 には､ 外 国企 業 の直接投資が 中国の技術導入 の形態 の一 つ にな り
始 めた｡ さ らに､ 1991年 以後､ 中国は対 外 改革 開放 政策 を加速 させ､ これ に
よ り外国企業 の直接投資 は急 激 に増加 し､ 1990年 には､ 7,273件で あ った もの
が､ 1993年 には､ ピー クの83,437件 に達 し､ 1990年 比で 11倍 に達 した｡ 外 国
企業 の実際 の投 資額 は引 き続 き増加 し､ 契 約金額 に して､ 1990年 には55億 ド
ル の ものが､ 1993年 には1,114億 ドル に達 したが､ 1994年､ 1995年 は､ 逆 に減
少 している｡ (図 4- 2参 照)
技術導入 の国別 分布 を見 る と､ 米国､ 日本､ ドイ ツが依 然 として 中国の技
術導入件数､ 金額 面 にお いて 上位 3カ国 を 占めて いるが､ 導入件数､ 金額 と
も格 段 に増大 して いる. (図 4-4､ 図 4-5参照)
業種別 の技術 導入 の状 況 を見 る と､ 機械 電子業が依然第 -位 で (図 4-6
参 照)､ 技術導入 の類型 で は､ 技術認可､ 顧問 コ ンサルテ ィ ング及 び技術サ
ー ビス等が増大 して いるが､ 金額 的 には依 然 として プラン ト導入 には遠 く及
ばず､ 1995年 にはプ ラン ト導入 は再び大 幅 に増大 してお り､ 1993年 以来､ 技
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図4-1中国の直接投資受入件数および契約金額
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図4-3中国の技術導入契約の方式別内訳(1995年度)
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図4-4 中国における輸出国別の技術導入件数の推移
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図4-6中国における業種別の技術導入件数･金額(1995年度)
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術導入 に 占め るプ ラ ン ト比率 は常 に80%以 上 とな って いる｡ (図 4- 3参 照 )
このよ うな状況下 で､ 日本 は､ 中国 の技術 導入 にお いて､ 一貫 して重要 な
地位 を 占めて きた｡ これ は 日本 と中国が隣 国 同士 で あ る とい う地 理的優位性
によ る もので あるが､ これ よ り更 に重要な のは 日本 の技術 が特 に家電等 の民
生用技術 の面で実用 的で あったためで ある｡ 中国 に とって､ 日本 は米 国に次
いで重要 な技術 輸 出国 とな って いる｡ 1990年以降､ 日本の中国へ の直接投資
は急速 に進 み､ 貿易総額 もかな り増大 した｡
現在､ 日本 は､ プ ロジ ェク ト数 の上で は依 然第 -位 であるが､ 金額面で は
第 四位 で あ る｡ 1991年以 降､ 日本か らの技 術 導入 は再 び大幅 に増大 し､ 1995
年 までの 中国 の 日本 か らの技術導入 は553件､ 22億 ドル に達 し､ 1990年 と比較
す る と数 量 的 には13倍､ 金額 的 には24倍 とな って いる｡
それで は､ 中国 の技術 導入政策 の変遷 を､ 段階別 に見 る と以下 のよ うに分
ける ことが 出来 る｡
<第 1段 階 :1955年 ～ 1963年>
現在 の 中国が成立 した 時､ 工業基盤 は非 常 に脆 弱 で あ り､ 1950年 には農業
と手工業 の生産 高が 国民総 生産 の83%を占め､機 械化 された大規模 な工業 は
わずか に17%を占め るの みで あった｡ 国防 を強化 す るため､ 中国 はソ連 の重
工業発展 に習 った工業化 戦略 を採 り､ 第一次技術 導 入 ブームが起 こった｡
この時期 にはプ ラ ン ト輸入 に伴 う技術導 入 が主 で あ り､ 1950年 2月に初 回
の契約が調 印 され てか ら1959年 までの間 に､ 中国 は ソ連 と215件 のプ ラン ト導
入 した｡ 同時期 に､ 東欧 諸国 と108件 のプ ラ ン トを導入 した｡ さ らに､ スウ ェ
ーデ ン､ デ ンマー クか らも､ 3件 のプ ラン トが導 入 された｡ プ ラ ン ト以外 に
も､ 上記 の国 と122件 の単独設備及び生産 ライ ンが導入 された｡ この時期 の
技術導入 のため に支 払 った外貨 は27億 ドル に相当 し､ そ の うち プ ラン ト導入
(156件 の重 大技術 導入 プ ロジェク トを含 む)が24億 ドルで､ 89%を 占めて い
た｡
<第 2段 階 :1964年 ～1973年>
1960年代 初期､ 中 ソ関 係 に変化が生 じた ため､ 中国 は西側 先進 国か らの技
術導入へ と転 向 し始 めた｡ 1963-1966年､ 日本､ イギ リス､ フ ラ ンス､ イ タ
リア､ オー ス トリア､ ス ウェーデ ン､ オ ラ ンダ等 と相次 いで80件余 のプラ ン
ト工事契約 を締結 し､ 合 計2.8億 ドル の外貨 が費や された｡ 東欧諸国か ら導
入 された設 備 につ いて は､ 合計2,200万 ドル が費や された｡ 総 計 3億 ドルが支
払 った ことにな るが､ そ の うち プ ラン トに対 する ものが2.8億 ドル と､ 全体 の
91%を占め て いた｡ 導入 設備 の大部分 は既 存 の企 業 の技術改造 に用 い られ､
中型､ 小型 が多 く､ 大型 設備 は少なか った｡ その多 くは各業種 に とって緊急
に必 要 とされ る技術 に関す る もので あ った｡
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<第 3段 階 :1973年 ～1978年 >
文化大 革命後期､ 中国 は再 び経 済 建設へ と転 向を開始 した｡ 文化大革命 は
中国経済 と科学技術 の停滞 を もた らしたが､ 1972年､ 中国 と米 国間 の国交樹
立 によ り､ 中国は再 び西側 先進 国か らの大規模 な技術導入が 可能 にな った｡
この時期 は中国の第二次技術導 入 ブームで あ り､ 1973年か ら1978年 まで
に､ 合計 300件 を導入 し､ 取 引高 は合計99億 ドル に上 った｡ そ の うち､ 1978年
で100件 を越 える契約が調 印 され､ 金額 は 6億 ドル に迫 り､ 1970年代 の技術水
準 を具 えた大型 プ ラン トが大 量 に導 入 され た｡ これ は主 として46件 の重点建
設 プ ロジェ ク トにお ける総合採炭 機 ユニ ッ ト143セ ッ トに集 中 し､ そ の契約金
額 は総額 の94%を 占めて いた｡
<第 4段 階 :1979-1982年>
1978年 に中国が対外改革 開放 政策 を実施 して以来､ 4つの近代 化 ｢調整､
改革､ 整 頓､ 向上｣ の実現が再確 認 され､ 技術 導入政策が見 直 され た｡ そ の
結果､ 技 術導入の方法 も制度 面 か ら大 き く変化 した｡ まず､ 1979年 には国家
技術 ･設備輸出入委員会 が創設 され行政機構 を強化 す るとと もに､ 国務 院は､
プ ラ ン ト輸入 を厳格 に制限す るよ う指示 した｡ この動 きに対 応 して､ 国家輸
出入委員会 は 1950年代 か ら1970年代末 にか けての 中国のプ ラン ト輸入 を主
とす る従 来 の導入方 式 を改め､ 多様 な形態 の技術導入 を奨励 した｡
特 に､ 技術導入 の内容 につ いて は､ ソフ トウエア技術 の導 入 を主 と し､ 設
備導 入 を補完的な もの とす るよ うに方針 を転換 した｡ さ らに､ 1982年 1月､
国務 院は既存企業 に対す る重点 的､ 段階的技術 改造実施 に関す る規定 を発布
し､ 技術 改造 を中国の投 資活 動 にお ける重 要項 目の 1つ として位 置づ けて い
った｡
さ らに､ 技術導入 によ る既 存企 業 改革 を促す ため､ 国家経 済委 員会 は1982
年 9月､ ｢導入技術 による中小企 業改革 に関す る報告｣及び ｢第 6次 5カ年
計画 ｣後 の 3年間で 国の外貨 30億 ドル を用 いて3,000件の先端技術 を導入 し､
既存企業 を改革す る政策 を実行 して いった｡ この時期 には､ 合計256件 の技術
導入 がな され､4億 ドルが 費や され た｡ そ の うち設備導入契約 は239件､ 外 貨
使用額 は3.5億 ドルで､88.1%を 占めた｡ 全体 的 に言 って､ ソフ トウエ ア導
入 は比較 的少なか った｡
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<第 5段 階 :1983年～1992年 >
中国 は対外貿 易体 制改革 を実行 し､ 技 術 導入 に対す る手続 き､ 権 利等 を明
確化 す るため､ まず､1984年 5月､ 中国共産党 中央委 員会､ 国務 院 は､ それ
まで認 め られ て いた上海､ 天津 等 の都 市以外 の沿海部 の14都市 につ いて も更
に対外 開放す る ことを承認 し､ これ らの都 市の 自主権 を拡大 し､ 500万 ドル以
下 の技術 導入 プ ロジェク トにつ いての審 査認可権 を与 えた｡
さ らに､ 技術 導入契約管理 条例 (1985年)及び技術導 入契約管理 条例施行細
則 (1988年)を定 めて､ 種 々の制約 を設 け る ことで外国企業か らの技術 導入 を
有 利 にす るよ う貿易基盤 を整備 して い った｡
これ らの制度改革 によ り､ 外 国企業 による中国投資 ブームが起 こ り､ 中央
政府 の各 工業部 門及び地方政府 は対外貿 易 自主権 を利 用 して大量 のプ ロジェ
ク トを導 入 したが､ 同時 に､ 政府 は依 然 と してい くつ かの重大 プ ラン トの導
入 を続 けて いたO この時期 に技術導入 され た ものは､ 冷蔵庫､ カ ラー テ レビ､
洗 濯機等､ 主 と して消 費物資 の業種 に集 中 してお り､ 重複導入､ 盲 目的導入
の傾 向が 強 ま り, 技術導入 のマ ク ロ的管 理 喪失の状態 に陥 った｡
しか し､1989年 6月 ｢天安 門事件 ｣が起 こり､外 国企業 の対 中国投資 は､
一時､ 中断 され る ことにな った｡
<第 6段 階 :1993年 ～>
1993年､ 中国共産党全 国代 表大会 にお いて､ 中国の経済体 制改革 の 目標 を
社 会 主義 市場経 済 の構築 にお くことが正 式 に決定 され､ 輸 出入制度 につ いて
は､ 国際 貿易慣行 に沿 った もの とな って い った｡ 改革 の流れ は､ 輸入許 可証
による商 品管 理 品種 の縮 小､ 輸 入 関税 の 引き下 げ､ 外 資導入へ と向か って い
った｡
1994年､ 中国 は税 制改革 を行 い､ 国の税 収管理機構 を国税 局 と地 (方)撹
局 の 2つ の税務機構 に分 け､ 統 一税法､ 税 の公平負担､ 税 制の簡 素化 とい う
原則 に基 づ き､ 製 品税 の代わ りに増値税 を流通税 の主 た る もの と した間接税
の体 系 を整備 した0
1995年 6月､ 国家 計画委員会､ 国家経 済 貿易委員会､ 対外 貿易経済部 は共
同で ｢外 国企業投資指導方向暫定規定｣､ ｢外国企業 投資指導産 業 目録 ｣ を
発 布 し､ 外 国企 業 の投資項 目を奨励､ 許 可､ 制限､ 禁 止の 4つ に分類 し､ 外
資 の導入 に関 して､ 一定 の制限 を設 け､ 特 に産業 のボ トル ネ ック にな って い
る技術 の導入 を促進 した｡
1996年 9月､ 国務院 は ｢中外 合弁対外 貿 易公 司設立 の実験 に関す る暫定弁
法 ｣ を発 布 し､ この中で､ 合弁 の対外貿 易公 司の登録 資本 につ いて は 中国側
の会社 の比率が51%以 上でな けれ ばな らず､ また海外 会社 の比率 は25%以上
で な けれ ばな らず､ 法定代表者 は中国側 の会社が委任 派遣 しな けれ ばな らず､
合弁 の対 外 貿易公 司は認可 され た取扱商 品の範囲内で 貨物及び技術 の輸 出入
取 り引き を 自 ら行 うか､ あるいは代行 しな ければな らない と規定 され た｡
｢天安 門事件｣以降､ 諸外 国 の対応 が 一段落す る と ともに､ 改革 開放政策
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が再確認 され､ これ らの制度改革がな され たため､ 1992年以降､ 外 国企業 の
投 資が再 開 され､ こ こ 5年 間で 中国の技 術 導入 は急速 に増大 した ので ある｡
注)本記述 は､ 主 と して中国国家科学技術委 員会科技促進発 展研究 中心 によるo
-21-
2.中国の技術導入 に関係 して いる事項
中国の技術導入 に関 して は､ 様 々な形態が あるが､ 近年増 加 している もの
が､ 直接投資 による進 出形態 で ある｡ 以下､ 技術導入 の形態 に どのよ うな も
のが あるか､ 整理 した｡ さ らに､ 技術導入 に深 く関係 して いる 税制､ 法令
等 の制度 につ いて､ 以 下 に示 した｡
(1) 中国の技術 導入形態 につ いて
外 国企業か ら中国へ の技術導入 の形態 に関 して は､ 大 き く分 ける と､ 直
接投資 の伴わ な い もの と､ 直接投資 に伴 い導入 され るものが あ る｡ それぞ
れ につ いては､ 以下 のよ うにな されて いる｡
(a)直接投資 を伴わ な い もの
直接投資 の伴 わ な い技術導入 につ いて は､ プ ラン ト､ 設備 等輸入 と技
術提携 によ る技 術導入が ある｡
図 4-7 直接投 資を伴わ な い対価 の回収形態
< プラン ト､ 設備等 輸入 >
<技術提 携>
○ プ ラン ト､ 設備等 輸 出
外 国企 業が プ ラ ン ト､ 設備等 を輸 出す る際 に､ そ の プ ラ ン ト､ 設備
を稼働す るた め に必要な ソフ トウエ ア として､ 技術や 技術 に付随す る
ノウハ ウ､ 技 術指導､ 海外 での教育研修等が付加的 に供与 されて いる0
1980年以前 は､ 日本 か らもこれ に伴 う技術導入が多 か った｡
○技 術提携
外 国企業 か ら技術 を導入す るため､ 技術 契約 に基づ き､ 技術使用 の
許 諾 を受 けて､ 外 国企業が対価 を受 け取 る技術導入 の ことである｡
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(b)直接投資 を伴 うもの
直接投資 を伴 うものにつ いては､ 外 資系企 業が出資 し合作企業､ 合弁
企業､ 独 資企 業 を設立す る際 に技術移転 がな され る｡ 技術 移 転の対価 に
つ いて は､ 加工貿 易か ら得 られ る利益 によ り代替 して回収 して いる場令
もある｡
図 4- 8 直接投資 を伴 う対価 の回収形態
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○合作企 業設立 によ る直接投資
契約 式合弁企 業 とも呼 ばれて いる｡ 合作 当事 者 間で､ 投資条件､ 収
益分配､ リス ク責 任､ 経 営方式等 につ いて協 議 の うえ取 り決め る こと
がで き る｡ 組織 形態 も独 立 した法人格 を有す る もの と､ 有 しな い もの
が ある｡
対外 改革 開放 政 策 が施 行 され た 当初､ 法制度 が未 整備 の 中で､ 香港
な ど華僑 資本 の求 め に応 じて政府が採用 した もので､ サー ビス業や加
工業 な ど､ 投 資 の短期 回収型企 業が多かった｡ 近年 は､ 郷や鋲 といっ
た農村部 の政府 の 出資企 業が土 地使用権のみ を提供 し､ 資金 ･設備な
どそ の他一切 を外 国側 が投資す る形態な ども増 えてお り､ 合作期 間 ち
数十年 に及ぶ もの もある｡
○合弁企 業設立 によ る直接投資
合弁 法 に定 め る ｢有限 責任公 司｣ で あ り､ 中国側 ･外 国側 の双方 の
出資者 の責任 は､ 各 々出資額 を以て限度 とす る｡ 出資者 双方 は､ 登録
資本 に 占める出資 比率 に応 じて利益 の配分 を受 ける｡ 最 高権 力機 関は､
董事会 (取締 役会 ) で あ り､ 日常 の経営管理 は､ 総経 理 (社長) を最
高経 営 責任者 とす る経営 管理機 構 によ り行 う｡ 雇用及 び人事 の 自主権
を有 し､ 自 ら従 業 員 を雇 用 し､ 解雇 を含む処 分 を行 うことが出来 る0
経営期 限 につ いて は､ 業種 によ り定 めなけれ ばな らな い もの と､ 定
めな くて よい ものが あるが､ 合弁企 業 は､ 中国 国内外で製 品 を販売 し､
営業 を行 い､ 必 要 とす る外貨 は原則 として企 業 自身で調達 しな ければ
な らな いが､ 外 国側 出資者 は､ 配 当利益を海 外 に送金す る ことが 出莱
る｡ なお､ 最近､ 日本 か ら中国への技術移転 され る場合 は､ この方紘
が半数 を 占めて い る｡
○独 資企 業設立 によ る直接 投資
100%外 国企 業が 出資す る企 業｡ 中国法人 で あ り､ 合作 企業､ 合弁企
業 と同 じく ｢有 限 責任公 司｣で ある｡ 設立認 可 に際 して は､ 合弁 ･令
作企 業 よ りも厳 しい条件 が課せ られ て いる｡ 独 資企業 の場合 は､ 中国
国 内 に対 して の販 売が制 限 され てお り､組立 輸 出型 の形態 なので､ 外
国企 業が､ 自社 の技術 を完全管 理下 に置きた い場合 は､ 有効 な方法で
ある｡
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表 4- 1 合弁企業､ 合作企業､ 独資企業の形態比較
比較項 目 合 弁 企 業 合 作 企 業 独 資 企 業
出資条 件 外 資25%以上 条件な し 外 資100%
根拠法 中外合資経営企業法 中外合作 経 営企業法 外 資企業法
性 格 持 ち分 型企業 契約型企 業 持 ち分型企業
経営権､ 損益､ リス 経営権､ 損益 リス ク 外 資 によ る単独経
クは､ 出資比率 によ は契約 によ り任意 に 営
り決定 され る 決定
資本 の減 少 経営期 間 中は､ 減資 契約 によ り経営期 間 経 営期 間 中は､ 減
は､ で きな い 中で も減 資 で きる 資 はで きな い
配 当 出資比率 によ り配 当 任意契約 による配 当 条 件な し
経営形態 最 高意思 決定機 関で 3種類 の形態が あ り 条 件な し
あ る童事 会 (取締役 (∋合弁方 式
会 ) の下 で総経 理 ② 連合経 営管理
(社長) が経営 を執 機 関 を設 け､
(2) 中国の技術導 入 に関係す る諸制度
中国の技術導入 に関係 して いる制度 は､ 以下 の とお りで ある｡
(a)外 国企業 に対 す る主な税 制
外 国企 業の活 動 に対す る主な課税 は､ 外資系企業及 び外 国企業所得税､
商 品の販 売 また は加工 ･修 理 ･組立及 び商品の輸入 に関 して課税 され る
増値税､ サー ビスの提供等 に関 してか か る営業税､ 個 人所得税 な どが主
要 な ものである｡
ただ し､ 中国政府が指定 す る経済特 区及び重要産業 開発 区等で活動 を
行 う場合､ ｢外 国投資者 の投資奨励 に関す る規定｣､ ｢経済特別 区及び
14沿海都市の合弁 ･合作 ･100%外 資企業 に対す る企業所得税 ･工商統
一税 の減 免規定 ｣ に基づ き税制上の優 遇 措置が講 じ られ て いる｡
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(b)技術 導入契約管理条例 及 び 同条例施 行細則
技術 導入 につ いて は､ 外 国企 業 との 間で､ 技術導入 の範 囲､ 契約認可
基準､ 不 当制限 に対 す る解 釈 な ど対外 改革開放政策 の施行後､ 不 明確 な
事項 が増加 して いったので､ 中国側 の権利 を保護す るため に対 外経済質
易部が 中心 とな り､ 特別 法 と して技術 導入契約管理条例 (1985年 5月) と
同条例施行細則 (1988年 1月)が定 め られてお り､ これ に基づ き中国側
は､ 技術導入 の諸手続 を進 めて いる｡ (参考 3参 照)
(C)外 国企業投 資指導方向暫 定規定
外 国企 業の投 資 プ ロジ ェ ク ト認可 に対する新 たな政策 として､ ｢外 国
企業投資方 向指 導暫定規 定 ｣ が､ 1995年 6月に公布 され た｡ この規定 は､
外国企業 の投 資方向 を指 導 し､ 中国の 国民経済 ･社 会発展 計画 に適応 さ
せ る とともに､ 投資者 の合 法 的権 益保 護 に役立て るため､ 外 国企業投資
関係法令 の規定 と産 業政策 上の要請 に基づき制定 され た もので ある｡
国家計画委 員会 は､ 国務 院の関係部 門 と共 に､ 本規定 と国の経済 ･技
術発展状況 に基 づ き ｢外 国企業投資産 業指導 リス ト｣ を定 期的 に改訂 し､
国務 院の認可 を得 たのち に公布す る｡ 外 国投資 プ ロジェク トは､ 奨励､
許可､ 制限及 び禁止 の 4分 類 に分 かれ て いる｡
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5章. 高度経済成長期 にお ける 日中の産業政 策の比較
本章で､ 日中の高度経済成長 期 の産業政策 の比較 を行 うのは､ 発展途 上国が､
先進 国 を 目標 に経済 を活性化 させ る時､ 国 が製造業 の振興 を 目的 と した産業政
策 によ り政策誘導 を行 って い くのが一般 的 である｡ そ の際 に重要 とな るのが､
先進 国で確 立 して いる技術 を効 率 よ く導入 し､ 産業 を振興 して い く ことなので
ある｡ 従 って､ 技術移転 の過程 を分析す るためには､ そ の背景 とな って いる産
業政策 を併せて分析す る必 要が ある｡ この ため､ 高度経済成長期 にお ける 日中
の産 業政策 を比較 し､ 両者 の違 い を明 らか に してみた｡
1. 日本 の高度経済成長期 に と られ た産業 政策
日本 の戦後経済 は､ 1950年 代 ～1960年 代の経済成長率 を見 て も約 10%前
後 の急成長 を遂 げてお り､ ひ と りあた りの国民総生産 を見 て も､ 格 段 に向上
したので ある｡ 国 と して は､ この間､ 通 商産業省､ 大蔵省 な どの経 済官庁 に
よ る経済政策や 日本銀行､ 日本 開発 銀行 な どの公的金融機 関 を通 じた融資が
行 われてお り､ 高度経済成長期 に とられ た これ らの政策 は､ 内外 か ら評価 を
受 けて いる｡ それ は､ あたか も､ 日本政 府の講 じた措置が､ 関係機 関 の協 力
の もと､ 統一的戦略 に基づ いてお り､ す べて適切な経済政策 として推進 され
て いたか の印象 を与 えて いる｡ しか し､ 実際の ところ､ 例 え ば､ 産 業政策 の
主 た る担 い手 である通 商産業 省 と金融機 関 を規 制す る大蔵省 で は､ そ もそ も
産 業政策 に対す るス タ ンスの違 いが あった し､ 官庁 の政策誘 導 に反 し､ 民間
企 業が 自 らの リス クで取 り組 み､ 後 に一大産業分野 にな った事例 もあ った｡
本調査研究 で は､個別 の事 例 の検 証 は行わないが､ 日本 の高度経済 成長 を
支 えた前提条件 は､ 日本が資 本主義 の国 であ り､ 官庁 と民間企 業 の協調 と競
争 の中で政策 が形成 されて いった点が大 きな要 因のよ うに考 え られ る｡ すな
わ ち､ 施策 によ って､ 官庁 と同業種企業 群 とが一致協 力す る場合､ 同業種企
業群が官庁 に先議 を唱 える場 合､ 同業種 の民間企業 どうLで純粋 に競 争す る
場 合 と様 々なバ リエー シ ョンが あるが､ 個別政策毎 の形成 につ いて､ 政府か
らの情報提供 を受 けなが ら､ 官 庁 と民間企業が議論す る場が､ 数 多 く与 え ら
れ た ことが､ 効果的な産 業政 策 の立案 を可能 に した と言 える｡
以下で は､ この事実 を前提 に して､ 日本 の高度経 済成長期 の産 業政策 の内
容 を論 じてみた い｡
(1)経済復興 か ら成長 開始 へ の枠組 み 形成
戦後 の 日本経済 は､ 工業 生産 能 力が戦争 によ り多大 の被害 を被 った ほか､
貿易面で も輸 出が戦 前 の約 9分 の 1､輸 入が戦前の約6分 の 1に減 少す るな ど
極端な落ち込 み を示 して いた｡ 生産 の状況 は､ 連合軍総 司令部 の指 示 によ
り､ 機械工業や 旧軍 工廠 を中心 とした工場の全部 又は一部 の閉鎖 が あった
はか､ 鉄鉱石 ･石炭 等 の原 料 供給 低迷 によ り低水 準 にあった｡ 更 に物価 は
戦争末期か ら進展 したイ ンフ レー シ ョンが敗戦後 いわ ゆるハ イパー ･イ ン
フ レー シ ョンとな り､ 物価 が 高騰 を続 けて いた｡
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この よ うな状況下で､ 政府 は､ シャウ プ勧告 による税制 の改正､ ドッジ
ライ ンによ る財政均衡 を基本 とす る財 政 改革 を行 い､ イ ンフ レー シ ョ ンを
収束 させ るよ うに政策誘導 して いった｡
この結果､ 物価 は安 定 に向か い､ 政府 が行 って いた戦後 の価 格 ･物価統
制 も撤 廃 され た｡
(2) 高度経済 成長期へ の基盤 形成
戦後 の産 業政策 として最初 の ものは､ 生産 回復 のための傾斜 生産方 式が
と られ た ことで あろ う｡ これ は､ 原 材料 輸入 の途絶 に対応 し､ 統制経 済 を
円滑 に運用す るた め､ 石炭 と鉄鋼 の二部 門 に絞 って､ 資源 と資金 の傾 斜配
分 を行 い､ 両部門 の成果 を他 部 門 に波 及 させ て いったので ある｡ この政策
が実行 された背景 と しては､
○軍需 依存が大 で あった重化 学 工業 の国際競争力 の弱 さ克 服が 国家的課題
と して認識 され た こと
○賃 金 コス ト面か らの競争力 の低 さが 生産性 問題と して認識 され､ 基 幹産
業で の合理化 が推進 された こと
○ 戦地 か らの復員 も含 めて豊富 な労働 力が存在 した こと
○ 国際 収支 の悪化 か ら輸出指 向が強 く認識 され た こと
な どの理 由が あった｡
輸IJ.;l.油
hl
復興 金融
公庫 融資
(図 5- 1 傾斜 生産方式 のメカニズ ム)
さ らに､ 1949年 に 1ドル- 360円の公 定単一為替 レー トを設定 し､ 国
内の産 業 の構造調整 を促進 し､ 国際的 な競争力 を付 けるた めの経済環 境 を
整 えて いった｡
(3)競 争的な経済環境 の整備
戦後 の 日本 の経済成長 を考 え る とき､ 企 業間 の競 争が経 済成長 力の源 泉
とな った と考 え られ る｡
連合 軍総 司令部 は､ 日本経 済 の非軍事 化 を強 力に進め､ 経 済 の民主化政
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策 を推進 して いった｡ 具体 的措置 として は､1946年か ら1947年 にか けて､
財 閥の解体､ 独 占禁止法 の制定､ 農地改 革､ 労働三法 の制定 な どが行われ
て いる｡
この うち､ 過度経済 力集 中排除法 によ る財閥 の解体 につ いて みれ ば､ 連
合軍総 司令部 は､1945年11月 に､ 三 井､ 三菱､ 住友､ 安 田の四大財 閥本社
の解体等 を指令 した｡ さ らに､1946年､ 財閥解体 の実 施機 関 と して持株会
社 整理委員会が設立 され た｡ 同整理委 員 会は､ 約 1年 の間 に計83社 を特殊
会社 として指定 し､ 財 産 の管 理又は処分 を行 うこととな った｡ また､ 同委
員会 は過度経済 力集 中排 除法 に基づ き過 度の経済 力の集 中が行 われて いる
企 業 として325社 を指定 した. これ ら一連 の企業分割 の結果､ 家族 支配型 コ
ンツェル ンは消滅 した ので ある｡
更 に､ 独 占禁止法 につ いて は､ 初期 の 法律 は､ カルテル を全 面禁止す る
な ど各国法 にも例がなか ったが､ 同法 の制定が 日本の産 業界 の競争原理 に
与 えたイ ンパ ク トは極 めて大 きか った｡
このよ うな一連 の経 済 民主化政策 は､ 日本 の旺盛な企 業 間競 争 と労使 の
協 調体 制､ さ らには内需 を支 え る大衆 の購買力等 を創 出 し､ そ の後 の意欲
的 な技術革新や 設備投 資 を引き出す環 境 整備 の役 目を果 た して いった0
(4)産業へ の資金供給 メカニズムの構築
戦後 にお ける 日本 の資金不 足 に対 して は､ 外 国か らの援 助 を含 む産業金
融 政策が講 じられた｡
これ につ いて は､ 長期 資金 を含 む産 業 復興資金 の供給 を行 うた め 復興
金 融公庫 が､1947年 に設立 され､ 石炭､ 電力､ 化学工業､ 鉄鋼 等 の､ 主 に
産 業基盤 関連 と基幹産 業 の企 業 に重点 的 に融資 された (鉄道､ 電 信電話 は
国 の機 関で あったため対 象外 )｡ この復 興金融公庫 の融 資 は､ 日銀 引受 に
支 え られ､ イ ンフ レー シ ョン促進要 因 となって いたため に､ 連 合軍総 司令
部 の意 向 によ り1949年 に新 規 融資が停止 され､1951年以 降, 日本 開発銀行
に業務 が 引き継 がれ た｡
復興金融公庫 の資金 は政府 の出資 と債権 の発行 によ って賄わ れ たが､ こ
の よ うな政府 の一般会 計 を原 資 とす る融 資は､1949年か らの ドッジライ ン
体 制の もとで削減 され､ 代 わ ってア メ リカか らのガ リロア ･エ ロア援助物
資 の売却代金 を原 資 とす る見返 り資金特 別会計が､ 産業基盤 の整備 と基幹
産 業の育成 に大 きな役割 を果 た した｡
特 に､ 日本 開発銀行 か ら行 われた企業 への融 資 は､ 他 の民間銀行 か らの
協 調融資の呼び水 にな ってお り､ 融資額 以上の効果 が あ った と評価 されて
い る｡
また､ そ の後､ 長期金 融 の必 要性 が高 まった ことな どか ら､ 従来金融債
を発行 し､ 長期融資 を行 って いた 日本興 業銀行 に加 え､ 1952年新 た に 日本
長 期信用銀行が設立 され､ 同時 に長期信 用銀行 制度 も制定 され た｡ これ ら
2行 はそ の後､ 主 に大企 業 の長期資金 の供給 に大 きな役割 を果 た して いる｡
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資 本不 足 を解 消す るため には これ らの公 的資金 中心の政策 のみでは 不
十分 で あ り､ 企業 資本への直接金融 を促 進 す るため の証 券 民主化運動及 び
間接金融 を促進す るた めの貯蓄 奨励運動 が行われ､ 個人 資本 の活用が 図 ら
れ た｡
さ らに､ 戦後 しば らくの間､ 家計部 門 の貯蓄率が マイ ナス となって いた
ことか ら､ 貯蓄増 強運 動が行われた｡ これ は終 戦直後 に はイ ンフレー シ ョ
ン抑 制 のため に行 わ れて いたが､ 1952年 か らは経 済 的 自立､ 資本蓄積 のた
め に行わ れ､ 政府 によ る年度別 の貯蓄増 加 目標額 の設定､ 利子 に対す る税
率 の 引下 げ､ 郵便 貯 金 ･国民貯蓄組合制度､ 少額貯 蓄非 課税制度等 の預入
限度 額付 きの利子 非課税貯蓄 制度 の導入 といった貯 蓄増 強運動が展 開 され
た｡ このよ うな政 策 の支援等 によ り､ 個 人貯蓄 は増 加 し､ 財政投融資 を通
じた産 業用 長期投 資 資金供給 の原資 とな った｡
しか し､ 産業政 策 の一貫 と して､ 戦略 的 に行 われ た政 府 の産業金融 は､
日本 開発 銀行な どの一部 の政府 系金融機 関 を通 じて なされた融資が 中心 で
あ り､ 設備投資 のた めの融資獲得 に奔走 した民間企 業 自身の多大な努 力が
あった ことも無視 す る ことは出来な い｡
(5)基幹産業 の育成
日本 は､ 上記 で 説 明 した傾斜 生産方式 によって縮 小再 生産 の危機 を脱 し､
そ の後､ 産 業合理化 政策､ 新規産業 の育 成､ 重化 学 工業化 の推進等一連 の
基幹産業 の育成策 によ って産 業 の 自立 と国際競 争 力の強化 を図 った｡
1950年代 前半 にお いては､ 鉄鋼､ 石炭､ 海運､ 電 力､ 合成繊維､ 化学肥
料等 多 くの産業が合理化 のため の設備投 資 に乗 りだ し､ 政府 も これ を支援
す る体 制 を とった｡ 産業合理化 政策 で用 い られた政策手 段 は､ 租税特別 措
置 と財政投融資で ある｡
産 業合理化政策 に引き続 いて 1950年代 後 半には新規産 業､ 成長産業 の育
成が行 われたO 対 象 とな った産 業 は､ 合成繊維､ 石 油化 学､ 機械部品 ･一
般機械､ 電子工業等 で あ り､ それぞれ 5年 間程度 の育成 計画や法律が定 め
られ､ 日本 開発 銀行 の融資､ 税 制上の優 遇措置､ 原 油外 貨 の特別割 当等 の
政策 手段 が用 い られ た｡ また､ 石油化学 において は､過 当競争 による設備
の過 剰投資 を回避 す るため､ 官 民一体 で作 成 した需 要見 通 しに沿 って計画
的な投資が行われ た｡
更 に､ 機械工業振興 臨時措置法 (1956年6月) による機械部 品産業 の振興
や電子工業振興 臨時措 置法 (1957年5月) による電子 工業 の育成 によ って､
部 品工業 の育成 に成功 した ことが､ 自動車等 の加 工組立 型産業 のそ の後 の
発展 に大 き く寄与 して いる｡ 機 械工業振 興 臨時措置 法にお いて は､ 税制 ･
金融 上の支援措置 によ る設備 の近代化､ 並 びに専 門家に よる生産 コス トの
低減等 を図るた め品質及び生産 品種 の制 限 に関す るカル テルが進め られ た｡
また､ 電子工業振興 臨時措置法 にお いて は､ 事 業分野 の発展段階 に応 じ､
特 に試験研究助成や企業化 の支援 な どが行 われ た｡
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重化学工業化 は､ 高度 経済 成長期 を代表す る産 業政策 で ある｡ 最適産業
構造 に接近 しつつ高度経 済成長 を実 現す るため､ 通商産 業省 は ｢所得弾 力
性基準｣ と ｢生産性 上昇基準 ｣ の 2つ の基準 を示 し､ これ らの基準 に合致
す る産業 と して､ 鉄鋼､ 造船､ 石油化学､ 自動車､機械､ 機械 部 品､ 電機
･電子 工業 な どの産業が 振興 ･育成 の対 象 とされ た｡
この時期､ 最大 の課題 は国際競争 力の強化 であ り､ このた め に 日本 開発
銀行等 の低利融資､ 特別 償却等 の税 制措置､ 輸入 制限 ･輸 出振 興等 の国境
措置､集約化 (合併 ･企業提携の促進､設備投資調整､合理化 カルテル等)､
そ の他 の政策 手段 が各産 業の実態 に応 じ､ 組み合 わされて実 施 され た0
国境措置 の うち輸入制 限､ 対 内直 接投資 の制限､ 輸出所得 の減免税 等 は､
GATT､ 0ECDへ の加入 に伴 い､ 徐 々に自由化 され て い くが､ 時限 を
限 った輸入 制限措置等 の下で､ 産業 界 は危 機意 識 を持 って近代 化､ 合理化
に努め政策 の効果 を大 き く高 めた｡ このよ うに一定の時 間的猶 予 を与 えた
ことが､ 産 業 の調整 を円滑 に し､ 自立 を早めた と評価 で きる｡
(6)効 率的な研究 開発体 制の構築
日本 は､ 終戦後､ 戦争 による人材 散逸､ 統制経 済下 にお ける研究 開発活
動 の制限 による欧米諸 国 との技術格 差 の再拡大 に対 し､ そ の格 差 を埋 め る
ため､ 研究 開発 に対す る財政 的補助 (補助金､ 税 制優遇､ 低利 融資)､研
究機関 の設置､ 鉱 工業技 術研 究組合 の創設 といった技術 開発 政 策が実施 さ
れた｡ 財政 的補助 として は､ 鉱 工業技術試験研 究 補助金 (1950年)､ 鉱工
業技術 試験研究委 託費制度 (1964年 )等が あ り､ 民間の研究 開発 を資金面
において促進 した｡
特 に､ 民 間企業 の リス ク､ 資金面等で取 り組 めない先端技術 につ いて は､
国が実施す る研究 (例 え ば､ 大型工業技術研究 開発制度 ) と して民間の施
設 ･人材 の協 力を得つつ実施 された｡ また､ 鉱 工業技術研究 組 合 の創読
(1961年) は各企業や政 府が協 力 しあ うことで研 究開発 に関す る資源 を有
効 に使 うことに貢献 した｡
(7)外 国企 業か らの技術 導入
日本 は､ 終戦後､ 欧米 諸国 に追 いつ くため に独 白の技術 開発 を行 うとと
もに外 国企 業か らの技術 導入が行わ れた｡
ただ し､ 国内の産 業振興が､ 主な 目的で あった ので､ 外 国為 替 ･外 国貿
易管理法 (1950年) を制定 し､ 外貨 の配分 を､ 比較優位 の産 業 に外貨割 り
当て を集 中 し､ 少な い外 貨 を有効 に使 うとともに､企業 の過剰 な導入競 争
による ロイ ヤルテ ィの上 昇 を抑制す る効果が あった｡ この外貨 の割 り当て
にあた って は､ 通 商産 業 省が､ 配分 調整 を行 う権 限 を有 してお り､ この権
限 を活用 し､ 政策 当局か ら見 て､ 企 業 の導入が望 ましい技術 を斡旋 し､ そ
れ に必 要な部品､ 材料､ 機械設備 の輸入 を認めた ので ある｡
さ らに､ 外資 に関す る法律 (1950年) を制定 し､ 国際収支 の改善 に寄与
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し､ 日本企 業 の経営 の 自主性 を守 り､ 技術 革新 に貢献す る優 良外資 に限 っ
て導入す るな ど､ 外 資参入 による技 術 導入時の条件 を 日本側 に有利 に して
い った｡
(8)工 業標 準化 の推進
生産､ 消 費､ 取 引の合理化､ 標 準化 を進 めるため国全体 と して統一の と
れ た工業標 準 を定 める ことは､ 一 国 の産 業発展 に欠 くことので きない重 要
な基盤 で ある｡ 日本で は工業標準 の統 一性 の保 持 の原則 に基 づ いた工業標
準 の制定 を進 めて きてお り､ 民間 にお ける実効 性 の ある工業標準化 の普及
･整備 が可能 とな った｡
日本 にお ける戦後 の工業標準化 で産 業発展 に大 きな役割 を果 た した もの
と して､ ∫IS (日本 工業規格) の普 及が あげ られ る｡ これ は､1949年 に
制定 され た工業標準化 法 に基 づ くもので あ り､ ネ ジや鋼材等 の基礎 的な工
業 製 品の規格 を統 一す る ことで､ 製 品 の品質 ･性能 の使用 目的へ の適合や
生産能 率 の向上等 をはか って いる. また､ JISマー ク表 示制度 は､ 品質
性 能等 につ いて消費者 に的確 な情報 を与 えると ともに､ 表示 の許可 の際 に
品質管 理状況 も審査す る ことで品質管理 の思想 と方法 の普及 を促進 して い
る｡
(9) 中小企 業 の振興
日本 の戦後復興期 の 中小企業 (従 業 員200人未満 の企業) の割合 は､
1947年 の統 計で､ 事業所数 で99.8%､従 業者数 で76.3%を占めて いた｡ 従 っ
て､ 産 業基 盤 を支 えて いる中小企 業 の能 力 ･体 力を高める ことは､ 産業 政
策 の実効性 を上 げる上で､ 重要な鍵 を握 っていたのである｡ そ のため､ 中
小企業 の経 済的社 会的制約 による不利 を是正 し､ 中小企業 の 自主的な努 力
を助長す る ことを 目的 として､1948年 に通商産 業省 の外局 と して 中小企 業
庁 を設置 し､ 金融､ 税 制､ 診 断指 導 面 で総合的 な 中小企業 の振興策 を打 ち
出 した｡
まず､ 金 融 につ いて は､ 中小企 業 は信用 力にお いて大企 業 に劣 るため､
金 融機 関か らの資金調達 に恒常 的な 困難 が伴 うため､ 中小企 業が事業活 動
上必要 な資金 の安定 的配給 を図 るた め､ 小規模 零細企業 に対す る融資 を 目
的 とした ｢国民金融公庫｣ (1949年)､ 長期資金融 資 を 目的 とした ｢中小
企 業金融公庫｣ (1953年) が設立 され､ 財 政投 融資資金 を活 用 した公的融
資 が行 われ た｡
税 制 につ いて は､ 中小企 業 の 自己資本 の充実 や近代化等 を図 るため､ 所
得税 にお いて は､ みな し法 人課税 制度 (租税特別措置)や事 業専従者給 与
制度､ 法 人税 にお いて は､ 中小企 業 に対す る軽減税 率や 同族会社 の留保 金
課税 にお ける控 除制度等が設 け られ､ また､租税特別措置 法 にお いては､
設備投 資促進､ 試験研 究所 の促進､ 構 造 改善の実施等 のた め に特別償却 ･
税額 控 除 ･準備金 の積 立 制度等 が設 け られた｡
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また､ 労働者 の生産性向上 を図 るには､ 経営管理方法 自体 の近代化 を推
進す るため､ 行 政サ イ ドが指導 診断事 業等 を実施す る必要 が あった｡
そ の ため､ 1948年 中小企業庁 発足 とともに ｢中小企業診 断実施基本要街｣
が制定 され､ 中小企業診断制度 が発足 し､ 同制度 を充実 させ て いったので
あ る｡
以 上､ 社会環境や政策的要 因 につ いて述 べて きたが､ それ以外 の要素 とし
て は､ 戦後 の 日本 人 の旺盛な学習 意欲や 上昇指 向の強 さな ど個 人 の意識が あ
って初 め て高度経済 成長が成立 した ことを忘 れて はな らない｡
た だ し､ 1980年代 に入 って､ 欧米 系企業 との間で､様 々な 局面で貿易 に関
す る摩擦 が発 生 し､ 政府 と民間企 業 は､ そ れ に対処 して い く ことを迫 られ た
ので ある｡ そ のため､ 自国優位 に展 開 して いた 日本 の技術 貿 易 に関連 して い
る諸 制度 も次第 に見 直 され､ 国際標準 に近づ けるよ う求め られて いったので
ある｡
21世 紀 に 日本が い ままで通 りの発展 を遂 げて いけるか ど うか は､ アジア
諸 国 と共 生 しなが ら､ 世界の フロ ン トラ ンナー としての役割 を果 たせ るか に
かか って いる と言 って過言で はな い｡
そ のた め には､ オ リジナルな最 先端技術 を開発 し続 ける ことが､ 必要不可
欠で あ り､ 日本 は､ 今 まさに､ 社 会環境､ 政策 面､ 個 人の意識 を含 めたパ ラ
ダイ ム転 換 を迫 られ て いるので あ る｡
2. 日本 と中国 の高度経済成長期 の違 い
中国は､ 目下 10%前後 の高度 成長 を遂 げてお り､ 成長率 につ いて は､ 日
本 の高度 経済成長期 と似 て いるた め､ 両 国は比較 され る ことが多 い0
しか し､ 日本 と中国で は､ 社会体 制や制度 が､ 根本的 に異 な るため､ 成長
の内容 は必ず しも一致す る もので はな い｡
そ もそ も､ 日本 は､ 資本主義 を基盤 に し､ 中国は､社会主 義 を基盤 に して
お り､ 国家 の成 り立 ちか ら大 き く異な って いる｡ そのため､ 各種 の経済 計画
や法 律 ･制度 を運営す る行政側 とそ の規制下 にある企業側 の意識や行 動が異
な ってお り､ 様 々な政策や経済状 況 の内容 に差がついて きた と言 って過言で
はな い｡ 以下 の個別 の事項 は､ 表 5- 1で 比較 してみた｡
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表 5- 1 日本 と中国の高 度経 済成長期 の比較
日本 中国
社 会経 済体 制 資本 主義 経済 社会主 義市場経 済
政 府 の 政府 と民 間企 業 群 との対 話 政府 の トップダ ウ ン による
政策 形成 方 法 と競 争 によ る政 策 形成 政策 形成
政府 の 産業 傾斜 生産 政策 地域 傾斜 生産 政策 及 び
産 業 政策 誘 導 積極 的外 資導入 政策
外 貨 調 整政 策 有 り 有 り
外 国為替 .外 国 貿 易管 理 法 外 国為 替管理 条例
外 資 導入 政 策 消極 的 積極 的
外 資 に関す る法 律 外 国投 資奨励 に関す る規 定
工 業標 準化 日本 工 業 品規 格 を定 めて 工業 I業 品 の規格 が統 一 されて
政策 品の規 格 を統 一 し､ 新技 術 の いな い ため､ 市 場規 模 狭 め
普及 を促進 ､新技 術 の普 及 を阻 害
生産 設備 の更 戦 争 によ り､ 既 存 の生産 設備 国有企 業 につ いて は､ 1950
新 度 が破 壊 され､ 最新 設備 を投 入 ､1960年代 の 旧ソ連 製 の生産設備 を利用 して い る場合もある
世界 的 な技術 生産 設備 は戦 争 で破壊 され て 政府 が 直接振興 す る最 先端
水 準 との格 差 いた が､ 人材 面 の技術 水 準 は 技術 と遅 れた技術 水 準 の産
高 く､ 世界 的 に見 て も技 術 自 業技術 に 2極分化o 世界 的
体 の成熟 の余 地 が 多か つた に見 て も､ 既 に技 術 が､ かな り高度化 し､ 自律 的努 力で追 いつ くことが難 しい
貿 易 形態 原材 料 加 工輸 出型 加 工輸 出型 +輸入 代 替 型
企 業 形態 株 式 会社 中心 国有企 業 +外 資 系企 業
技術 導入 技術 ライセ ンス購 入 によ る 生産 設 備導入 に伴 う技術 導
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6章. 中国の技術導入 の問題点 と対策
外国企業が､ なぜ 盛んに中国 に直接投資 の形で進 出 しているか と言 うと､
(丑中国の所得水準 は､ まだ低 いため､外資 系加工 輸出企業 について は､安価
な労働 力を活用す る ことができる｡
② 中国は､ 12億 人の人 口を擁 してお り､ 莫大 な潜在的市場 を持 っている｡
とい う大 き くは 2つ のイ ンセ ンティブで進 出 して いる｡
経済が成長 し､ 所 得水準が上昇すれば､(丑のメ リッ トは､ 徐 々に失われてい
くが､ 1990年代以降 の直接投資 については､ ② に基づ く進出が多 くな っている
よ うに思われ る｡ 従 って､ 中国への技術移転 の問題点 を考 える場合､ 上記 を
認識 した上で分析す る必要がある｡
1. 聞き取 り調査 の方法
2章. で まとめた統計デー タをサーベイ した結果､
○ 日本か ら中国へ､ 1992年度以降製造業 の直接投資が飛躍的 に拡大 してお り､
それ に伴 って技術輸出件数 もアジアの主 要国 ･地域の中で最 も大 き く増加
している｡ しか しそれ に対す る受取額 は､ 増加 は して いる ものの他のアジ
アの国 ･地域 と比べて伸び率が低 くな っている｡
○主要業種 につ いて 日本か ら中国への技術 輸出の量的推移 をみた場合､ 件数
的 には各業種 とも年度 ごとに大 きな変化 があるが､対価 の受取額 をみると
電気機械工業のみ堅調 に増加 している｡ しか しその電気機械工業 にお いて
も､ 他 のアジアの国 ･地域 と比べて件数 の増加 に対す る受取額 の伸びは低
く､ 技術輸出 1件 あた りの受取額が低 くなって いる｡
○ 日本企業の中国 に対す る技術移転 の形態 は業種 によって異な り, 電気機械
工業で は直接投 資 に伴 う技術輸出が多数 を占めているのに対 し､ 輸送用機
械工業や鉄鋼業 では資本を伴わない技術 提携が 中心である｡
な どの結果が得 られて いる｡
これ らの結果 を踏 まえて､ 中国の直接投 資を中心 とした技術導入 の実態 を
調査す るため､ 聞 き取 りによる調査 を実施 した｡ そ の調査方法 としては､ 中
国にお いて技術導 入 に関係 している行政機 関 とデ ィスカ ッシ ョンを行 うとと
もに､ 各種 の優遇措置 によ り外国企業の直接投資が盛んに行われて いる経済
特 区及び重要産業 開発 区の管理委員会､ そ の中にある 日中合弁企業 に対す る
聞き取 り調査 を行 った｡ さ らに､ 日本 にお いて 日中貿易に関係 のある調査機
関､ 中国 に技術移 転 を行 って いる 日本企業 に対す る聞き取 り調査 を実施 した｡
特 に､ 統計デー タか らもわかるよ うに､ 電気機械工業 に上記の特徴が､ 顕
著 に現れて いたので､ そ の ことも念頭 に置 いて いる｡ また､ 資料や文献 によ
る調査 も行 った｡
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<第 1回 中 国調 査 (北 京､ 上海 ) >
中国国家 科 学 技術 委 員会科 技 成果 司 (北京 )
中国 国家 科 学 技術 委 員会 科技 促 進 発 展研 究 中心 (北京 )
上海 市科 学 学 研 究所 (上海)
北京 市新 産 業 開発 試 験 区 (北京 )
上海浦 東 新 区金 橋加 工 区 (上海 )
在 北京 日中合 弁 電気 機械 工業 A社 (北京 )
在 上海 日中合 弁 建 設 業 A社 (上海 )
<第 2回 中国 調 査 (北 京､ 成都､ 西安 ) >
中国 国家 科 学 技術 委 員全科技 促進 発 展研 究 中心 (北京 )
成都 市 高新 技 術 産 業 開発 区 (成 都 )
西安 高新 技 術 産 業 開発 区 (西安 )
在 成 都 日中合 弁機 械 工業 A社 (成 都)
在 西安 日中合 弁機械 工業 B社 (西安 )
在 西安 日中合 弁電 気 機械 工業 B社 (西安 )
< 日本 で の 聞 き取 り調 査>
通 商産 業 省 通 商産 業研 究所 (調査 機 関)
ア ジア経 済研 究所 (調査機 関)
日本 貿 易 振 興 会 (調 査機 関)
日本 能率 協 会 総 合研 究所 (調査機 関)
(財 ) 日中経 済 協会 (調査機 関)
(秩 )三 菱 総 合研 究 所 (調査 機 関)
電気 機械 工 業 A社
電 気 機 械 工 業 B社
電気機 械 工 業 C社
輸送 用機 械 工 業 A社
輸送用機 械 工 業 B社
鉄鋼 業 A 社
(1) 中 国 の行 政機 関等 へ の質 問
中国 の行 政機 関 等 に対 して は､ 主 と して以下 の質 問を行 った｡
○ 主 な 業務 内容 につ いて
○ 科学 技 術 政策 の決定 プ ロセ ス につ いて
○ 政策 立 案 及 び推 進 にお け る 中央 政府 と地 方政府 の 関係 につ いて
○ 技術 導 入 政策 の変遷 につ いて
○技術 導 入 の課題 につ いて
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(2)経済特 区及 び重要産業 開発 区の管理委員会 への質問
経済特 区及び重要産 業開発 区の管 理委 員会 に対 しては､ 主 として以下 の
質 問を行 った｡
○ 同区の設立経緯 と現 状 につ いて
○ 同区 に進 出 して いる外国企業 の活 動状 況 につ いて
○ 同区の外 国企 業誘致 のための優遇 政策 につ いて
○ 同区 の課題 と今後 の展望 につ いて
(3) 日本企 業及 び 日中合弁企業へ の質問
日本企 業及び 日中合弁企業 (含 む調査機 関) に対 して は､ 主 として以下
の質 問 を行 った｡
○ 中国 との技術 貿易 に関す る業務概 要 につ いて
(展 開分 野､ 事 業展 開地域､ 取 り引き内容)
○ 中国へ の進 出時期 及 び動機 につ いて
○ 中国 と技術提携 を実 施 して いる場合 の業務概 要 につ いて
○ 中国 と合弁事 業 を実施 して いる場合 の業務概 要 につ いて
○合弁事 業以外 の技術移転 の実績 につ いて
○移転す る技術 内容 の決定方法 につ いて
○事 業展 開す る場合 の 中国側 の制度 上の 問題点 につ いて
○ 中国側 へ の技術 の消化能 力 につ いて の評価 につ いて
○ 中国へ進 出す る事業展開上の メ リッ ト､ デ メ リッ トにつ いて
○技術移 転 に対す る対価 の支払 いにつ いて
○ 中国 との技術 貿易 に関す る今後 の展望 につ いて
2. 中国の技術 導入 の問題点
聞き取 り調査 の結果 を集約す る と､ 外 国企業か ら中国へ技術移 転す る際 に
障害 とな って いるのは､ 以下のよ うな事項 であった｡
(1)社 会経済体 制
中国で は､ 国家 が統 制す る計画経済体 制下で市場経済 を導入 したため､
中国の企 業 にお いて は､ 市場原理 に基づ いた企 業運営がな され ていな い場
合が多 い｡ 特 に､ 多 くの中国人従 業員 を抱 える国有企業 は､ 設備 の購入､
生産 計画 につ いて の 申請 を行 うが､ あ らゆる決 定権 限は､ 各工業部 が握 っ
て いる｡ そ のた め､ 各企業 の トップは､ 経 営者 とい うよ りは､ 組織 の 中間
管理者 と考 えた方が現 状 に近 く､ 中央政府 の指 示や資金 の割 り当て を受 け
なけれ ば､ 活動す る ことが出来 な いな ど活 動 のための障害が多か った｡ そ
のた め､ 国有企業 にコス ト意識 も定着 してお らず､ 競争原理 も働 く余地 が
少な いので､ 供給者優位 の原則 で企 業運 営がな されて しま う｡
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(2)技術導入 に関連 す る諸制度及び政策
中国 は､ 技術や ノウハ ウの価値 に対す る認識が低 く､ 導入 された技術 に
対 して も､ プ ラン ト､ 設備､ 装置 に付属 している もの と考 える向きが多い｡
例 えば､ 装置 の能 力で はな く､ 重 量 に比例 した値 段が付 け られ る ことも
ある程 である｡
したが って､ 技術 ロイヤル テ ィに対す る対価 の支 払 いの料 率設定 も､低
く押 さえ られて いる と ともに､ ランニ ングロイヤル テ ィの支払 い も､ 中国
企 業 の資金不足 のた め､ 回収 が困難 にな っている｡ これ らは､ 外 国企業か
らの見 た場合 の技術移 転 のマイナス要 因 となって い る｡
さ らに､ 中国で は､ 先端技 術 と見 な され る技術 を､ プ ラン トや設備輸入､
技術提 携や 直接投 資 の形で技 術導入 して いったが､ 例 えば､ 部 品工場 の生
産能 力､ メ ンテナ ンスな どの諸要素か ら見 て､ 適 切 な水準 の技術導入 とな
らず外 国か ら導入 した技術 が根付 いて いっていな い こともある｡
また､ 外 国企業 が 中国 に直接投資 の形 で､進 出す る際 に､ 制度面で も､
必要 な法体 系が整 って お らず､ ｢上 に政策 があれ ば､ 下 に対策 が ある｣ に
象徴 されて いるよ うに､ 判断 を制度 の運用者 に委 ね られて いる場合 が多い｡
特 に､ 地方政府 と中央政府 の法律運用 や方針が異 なる ことが あ り､ 進出
して いる外 国企業 の対 応 を困難 に して いる｡
また､ 外 国企業 の活 動 をチ ェ ックす るため､ 合 弁契約 の手続 きや製 品や
原材料 の輸 出入 に伴 う各段 階 での許認可が多い｡ さ らに､ 各段 階で税金が
掛か ってお り､ 具体 例 を挙 げ る と､
○製 品輸出 にかか る増値税 (制度的 には､ 還付 され るはず だが､ 実際は､
還付 されて いな い)
○個 人所得税 の税 率 が 高 い こ と
○税 に関す る手続 きが 煩雑 な こと
な どが ある｡
さ らに､ 突然 に新 制度 が公 布 され､ それ まで進 めて いた契約 が混乱す る
場合 も多 いよ うで ある｡
これ らの事項 は､ 外 国企業 の活動 を制 限 し､ 技術 を移転 を しよ うとす る
側 のイ ンセ ンテ ィブ を低下 させている｡
この 中で も特 に議 論 にな って いるのが､ 技術導 入契約管 理 条例 と同条例
施行細則で ある｡ これ につ いての問題点 は､ 以下 の通 りで ある｡
○技術 目標 へ の到達 の保 証 (施行細則 第 9条)
導入 され た技術 が､ 目的通 りの効果 を発揮でき るよ う､ 技術 の供与側が
保証 しな けれ ばな らな い とされている｡ しか し､ 実 際 に技術 目標通 りに効
果 を発揮す るか どうか は､ 受 け手の能 力､ 原材料､ イ ンフラス トラクチ ャ
ー等 の条件 に左右 され る｡ この ｢保 証条項｣を厳 格 に運用 され る と､ 外国
企業 は､ 先端技術 の移 転 に蹄 措せ ざるを得 ないO
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○特 許技術 の紛争処 理 (施行細 則第 11条)
国際慣習 として は､ 導入 された特許技術 を使用 して生産 した製品 につ い
て生 じた紛争処理 は､ 技術 の導入側が行 う こととな って いるが､ 同条例施
行細則 では供与側 が行 うとされて いる｡
○製造物輸出の取 り扱 い (施行 細則第 14条 )
技術移転 をす る場合､ 通常､ 国際慣 習 で は､ 技術輸入 を行 った側 の承諾
な しに､ 第三国 に対 して製造 物 を輸出す る ことはで きな いが､ 同条例施行
細則 で は製 品輸 出 を制限す る条項 を定 めて はな らな い とされて いるO 従 っ
て､ 技術移 転 を行 う側 は､ ブーメラン効果 を考 えな けれ ばな らな くな る｡
○契約満 了後 の取 り扱 い (施行 細則第 15条 )
技術移転 をす る場合､ 通常､ 国際慣 習 で は､ 技術導入 を行 った側 が､ 契
約満 了後 は､ 相 手 に ライセ ンスのある技術 を､ 勝 手 に使 うことは出来 ない
が､ 同条例施行細 則 で は契約 期 間終 了後 当該技術 の継続使用 を禁止 す る条
項 を定 めて はな らな い とされ ている｡
このよ うな問題 点 が あるた め中国へ の技 術移転 には､ 二の足 を踏 まざる
を得 な い とす る企 業 も多 いよ うである｡
(3)技術普及政策
中国では､ 航 空 宇宙技術 の例 にみ られ る よ うに､ 技術 分野 によって は､
国が多額 の資金 を投入 して実 施す る研 究 開発や基礎研究 の水準 は､ 諸外国
と比較 して も決 して 引 けを取 らな い｡ 産業 技術 と して普及 して いか なか っ
た の は､ 企業側 に産 業化 して い くためのイ ンセ ンテ ィブ､ 政府側 に産官学
連携 のための シス テム及び産 業化補助金 な ど技術 普及 のための政策 手段が
な い ことが理 由 と して考 え られ る｡
(4) マーケテ イ ング概 念 の未 成熟
中国では､ 計画経済下 にあ るため､ 必 要 以上 に生産設備 の供給 力や グ レ
ー ドを上げた り､ 消費地属性 (消費者 の所 得水準､ 消費者 の噂好)や､ 供
給地属性 (交通イ ンフラフ トラクチ ャー､ 既存 の技術特性､ 就労者 の技術
レベル)な どを総 合的 に考慮 した広 い意 味 で のマーケテ イングの概 念がな
く､ 市場原 理 に基 づ いた商品 の製造､ 販 売 が行わ れな い｡
(5)社会的イ ンフ ラス トラクチ ャーの不 足
中国では､ 鉄道 や道路 な どが整備 され てお らず､ 原材料や製造物 の遠 隔
地 へ の輸送 を困難 に して いる｡
また､ 外 国企 業 の中国へ の進出が盛 ん にな って いるが､ 工場立地 に必要
な電気､ ガス､ 水 道 な どの供 給が需要 に追 いつかず､ 稼 働 して いる工場 を
止 め る こともしば しばあるよ うで ある｡
このよ うに､ 社 会 的イ ンフ ラス トラクチ ャーが､ 生産設備 の能 力 に追 い
つ いて いな い｡
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(6)周辺製造産業 の未発達
外 国企業が 中国へ進 出す る際に問題 となるのは､ 工場 に部品を供給す る
周辺製造産業が未発達 な ことである｡ このため､ 進 出 した外 国企業 は､ 現
地 調達 率 を上げる ことに苦労 してお り､ 仮 に調達率 を上げた として も､ 自
国での製造 品 と同等 に品質や信頼性 を保 証す る ことが難 しい｡ このよ うに､
導入 された技術 が根付 くための条件が整備 されて いな い｡
(7)社会生活基盤 の充実
中国への進出企業の経営､ 運営 に当た っては､ 日本企業 の例か ら見て も､
現 地企業へ 出向す ることとなるが､住居､ 生活等 の生活 に必要な社会生活
基 盤 の整備が不十分で ある｡ 外国人用の住居 は､ かな り高額であ り､ 場合
によって は､ 単身ホテル住 まいで何年 も過 ごす場合 もあ り､ 出向者 に とっ
て は､ 大 きな足かせ になって いる｡
(8)知 的所有権 の軽視
技術 に対す る価値 を低 く見 ているの と同様 に､ コ ンピュー タの プログラ
ムや苦楽 ソフ トな どの ソフ トウェ アーの コピーが氾濫 してお り､ 知的所有
権 を保護す る考 えが薄 い｡ したが って､ 中国に技術移転 をす る外 国企業 は､
懸 念 を示 している｡
ただ し､ 最近で は､ 欧米諸 国の抗議 もあ り､違法 コ ピー については､ 中
国政府 も取 り締 ま りを強化 し始めた ところである｡
(9)工業標準化 の遅れ
中国では､ 政府が製造物 に関す る工業標準 を定めてお らず､外 国か ら導
入 した技術が､ 地域間や産業 間で流通 していかない｡
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3.総合的 にみ た 中国 の技術 導入 に関す る改善策
これ まで､ 技術 導入 とそ れ に関連す る事項 につ いて各種 貿易統 計､ 文献調
査､ 聞き取 り調査 を実施 して きたが､ これ らの結果 を踏 まえ､ どのよ うにす
れ ば効果 的 に､ 中国が技術 導入 出来 るのか､ 特 に重 要な事項 とそ の対策 を提
言 してみたい｡
(1)技術導 入 に関連す る諸制度 の見 直 し
中国の貿 易に関係 して いる諸制度 は､ 国際慣 習 よ りもかな り自国 に優位
に技術 を導入す るよ うな体 系 にな って いる｡ しか し､ この ことは､ 外 国企
業か ら見 る と､
○外 国企業 が受 け取 る技 術 ロイヤル テ ィに対す る対価 の支 払 いの料率設定
も､ 低 く押 さえ られて いる とともに､ 中国企 業 の資金不足 のため､ ラン
ニ ングロイヤル テ ィの回収が困難 で ある｡
○外 国企業 が直接投資 の形で進 出 し､ 移転 した技術で利益 を上 げ られ るよ
うにな って も､ 各段 階 でかか る税 制等 の各種規 制 によ り､ 直接投資 の回
収 に時 間がかか る｡
○外 国企業 が 中国 に移 転 した技術が､ 契約期 間 を過 ぎる と､ 完 全 に中国の
所有 (特 に､ 技術提携 のみ の場合) にな った り､ 外 国企業が､移転 した
技術 に対 して市場限定 をか ける ことが出来ず､ 中国国内の使 用 のみな ら
ず､ 第三 国 に再輸 出 され る可能性 ある｡ 従 って､ 外 国企 業 と しては､ 自
社 の主要 な利益 にな って いる一線 級 の最先端技 術 を手放 さず､ 無難 な技
術 を移転 す る ことにな る｡
な ど､ 技術 移転 をす る側 のイ ンセ ンテ ィブを減 退 させ る事項が 多い｡
従 って､ 技術導 入 に関連 して いる諸制度 を国際標準 に近づ けるため には､
○外国企業 か ら移 転 され た技術や ノウハ ウは､ 正 当に評価 し､ 技術 ロイヤ
ルテ ィを適切 に支払 う｡
○外 国企業 が､ 直 接投資 で進 出 し､ 正 当な利益 を上げた場合､ 投資 に見合
う回収が速や か に行 え るよ うに､ 税制 を始 め とす る諸制度 を見直す｡
○外 国企業 が､ 移転 した技術 に関す る義務や権 利 を国際慣行 並 にするよ う
に､ 技術 導入契約管理 条例及び同条例施行細 則 を見直す｡
以上 のよ うに見直 した方 がよ い｡
(2)技術普 及政策 の推進
中国国内 で開発 した基 礎研究成果 の産業化や外 国企業か ら導入 した技術
を展 開 させ るため の振興 策が必要で ある｡ 具体 的 には､
○基礎研究 成果 の産業化 を促進す る とともに､ 外 国企業か らの技術導入 の
成功例な ど産 業政策及 びそれ に関連 して いる情 報 を政府 と同業種企 業群
で共有 出来 る システム構築す る｡ 具体 的 には､ 同業種企 業群 の組合 の設
立や研究 開発パ ー クな どを展 開す るの も一案 で ある.
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○ 上記 の技術 につ いて､ 基礎研究 成果 の産業化 や産業技術 の洗練 に関 して､
企業 自 らが実施す る には リスクが高 い場合 は､ 政府が補 助金 を拠 出 し､
産業化 に成功 した場合 のみ資金 を回収す る振興制度 を創 設す るな どの対
応策 が考 え られ る｡
○外国 の技術 を理解 し､ ノウハ ウやデー タを蓄積 で きるよ うな人材 の確 保
と研 究 開発業務 の活性化す る ことが望 ま しい｡
(3)マー ケテ イ ング概 念 の定着
中国 は､ 社会主義 の国で あ り､ 完全 に市場原 理 を機能 させ る ことは､ 今
後 も困難 を伴 う｡ しか し､ 中央政府 で導入すべ き外 国資本 や技術 につ いて
的確 に選 択す る ことは､ 困難 であ り､ 現場 にいる各企業の トップが､ 消費
地属性 や 供給 地属性 を考慮 に入れ て､ 市場原理 に基 づいた選択 が出来 るよ
うな体 制 の整備 とマー ケテ イ ング概念 の定着 させ る必要が あ る｡ 特 に､ 懸
案 にな って いる国有企 業の改革 には､ この視点が必 要 とされ る｡
(4)工業標準化 の推進
導入 した技術 を地域 間や産 業間 に波及 させて い くため､ 部 品な どの規格
を統 一す る必 要が あるo 既 に､ 国際的な スタ ンダー ドとして､ ISOが存
在 して いるので､ これ に従 った規 格統 一 が 図れれ ば最善で ある｡
(5)社 会 イ ンフラス トラクチ ャー の整備
中国 は､ 外 国企 業か らの直接投 資 を奨励 して いるが､ 工場 を稼働す るの
に必要 な電気､ ガス､ 水道 な どの供給 力の向上が急 がれる｡ 特 に､ 今 回の
聞 き取 り調査で は､ 電 力の不足 を指摘す る意見 が多 かった ので､ 見込 まれ
る電 力需 要 に見合 った発電所 の建 設 は必 要で あろ う｡
また､ 中国 は､ 沿岸部 の振興か ら内陸部 の振興 に政策 を移行 しつつ ある
が､ 内陸部 に外 国企業 を誘致す る際 に､ 障害 とな る事項は､ 鉄道､ 道路 な
どの交 通網 の整備 で あ り､ 原材料 や製造 物 な ど遠 隔地への輸送 をスムーズ
に して､ 外 国企業 が内陸部へ の進 出す るイ ンセ ンテ ィブを 引き出す必要が
ある｡
(6)周辺 製造産業 の整備
導入 した技術 で産 業 を振興す るため には､ 最終組立工場 に部 品 を供給す
る周辺 製造産業 の強化 が必要であ る｡ 具体 的 には､ 市場ニー ズ に合わせ た
生産設 備 の更新や 品質管理 の向上で ある｡ 多額 の資金 を要す る ものは､ 対
応が難 しい場合が あるが､ 品質向 上 につ いては､ 製造 ライ ンの改善で対 応
が可能 な場合 もあ り､ 従業員 の教 育 ･訓練 の実施や就業意欲 を高める賃金
体 系見 直 しな ども効果 的で あろ う｡
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(7) 日本企業か ら中国へ の技術移 転 につ いて の対応
今 回 の聞き取 り調 査で､ 中国へ の技術移転 に関 し､ 中国 の国家機 関サイ
ドの人 々か ら､ 日本 企業 は欧 米 系企業 に比べ て消極的で あ る との見方が一
般 的で あったが､ 日本企 業 と して は､ 以下 の理 由がある こ とがわか った｡
○ 昔か ら中国 と取 り引きが あ り､ 地理的 に も近いため､ 中国 の技術 貿易の
実態 につ いて熟知 してお り､ 経験 の短 い欧米系企業 に比べ る と慎重 に対
応 して いる場合 が 多 い｡
○ 日本企業 は､ 欧米 系企 業 に比べて技術 輸出 の経験が あま りな い｡ また､
技術 ライセ ンス も､ 欧米 系企 業がオ リジナル ライセ ンス を所有 して いる
場合 もあ り､ 日本 企業だ けの判断で技術移 転出来な い ことが ある｡
○ 日本企業は､ 中国 へ移 転 した技術 に対 し､ 市場 限定 をか ける ことが 出来
な いため､ 既 に確 立 した第 三 国市場 に対 してブー メ ラン効 果 によ り､ 中
国製 の製品 と競 合 す る ことを避 けよ うとしている｡
したが って､ 中国側 として は､ これ らの点 に配慮す る方 が望 ま しい と考
え られ る｡
一方､ 日本企業側 の注意 した方が いい点 と して は､
○技術移転や直接 投 資な どの契約交渉等 の場 で､ はっき りと主張す べ き こ
とは､ 主張 し､ 後 に問題 を残 さないよ うにするな どタ フな交渉 力を身 に
つ ける こと｡
○ 中国 に直接投資 の形で進 出す る場合 は､ 現 地の法律 ･制度､ 投資環境等
につ いて､ 事前調 査 を､ 十分 に行 った上で､投資す る こと｡
○欧米 系企業のよ うに戦略 的かつ長期的 な視 野 に立 って投 資 で きるだ けの
情報 収集 力 と判 断 力を身 につ ける こと｡
な どの点 を改善 して い く必 要 が ある｡
今後 とも中国 と日本 で よ り深 いパー トナー シ ップを築 くので あれ ば､ これ ら
を踏 まえた不断の努 力 を続 けて い く必要が ある｡
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7章. おわ りに
日本か ら中国への技術移転 に関す る構造 について､ 様 々な角度か ら見てきた
が､ 今後 とも､ 中国が､ 安定 的な発展 を遂 げてい くため には､ 外国企業か らの
技術 導入 につ いて､ 以上で論 じて きたよ うに､ 政策面､ 制度面､ 意識面での総
合的な見直 しが必要であろう｡
日本 も､ 世界 のフロン トラ ンナー として役割 を果た しなが ら発展 してい くた
めには､ アジアの国 々 と共生 して い くことが前提であ り､ なかで も､ 隣国であ
る中国 と良好 なパー トナー シ ップの構築が､ そ の重要な鍵 を握 って いるのは､
間違 いない｡ 本報告書が､ そ のための一助 になれば幸 いである｡
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参 考 資料
(参考 1)
各種科学 技術計画 につ いて
< 国家科学技術難 関突破 計画>
1982年策定｡ 難 関突破 計画 の主な 内容 は以下 の通 り｡
1. 業界発展 にお ける重 要な技術 及 び装備
主 として経済建設 と､ 業界 の発 展 にお ける重大な科学技術 的課題 の突破､ 克
服 を図る もので ある｡ 大部分 の プ ロジェク トは､ 中国 にお ける科学技術 の消化
吸収 と発展 を図 り､ 重 点建設 と技 術改造 に技術 と装備 を提 供す る もので ある｡
2.重点的新製品 開発
内外 の市場 の需要 に基づ いて計画す るもので､ 主 として軽工業､ 紡織､ 農産
物 の加工応用､ 金属及 び化学 工業 原料 の高度 加工､ 素材応用 製 品の開発等 を行
う｡
3.新興技術分野
マイ ク ロエ レク トロニ クス､ 情 報技術､ 新 材 料､ バイ オテ クノロジー な ど0
4.社会 の発展
主 と して資源､ 生態､ 環境､ 医薬衛 生等､ 社 会の発展 に関す る分野｡
難 関突破 計画 は国家指 令型 の計画 で あ り､ 計画 中にプ ロジェ ク ト､ 課題 (即ち
子 プ ロジェク ト)及 び相応 の経 費 限度額 が定 め られて いる｡ 計画 の組織 と実施
につ いて は､ 組織協調 部 門､ 主宰 部 門及び担 当機関が責任 を負 い､ 段階別管理
を実施す る｡
5カ年計画確定後､ 国家計画委員 会 は年度財 政給付割 当の状況 に応 じて､ 年度
計画中にプ ロジェク ト (課題 を含 む)の経費限度 額 を提示 し､ プロジェ ク トが年
度 内 に完 了す べ き重点 的 内容 を確 定 す る｡ 各 プ ロジェク トの主宰部 門 は､ これ に
基 づ いて組織 協調部門 と業務計画 につ いて協議す る ことがで きる｡
組織 協調 は国家科学技 術委員会 と国家経済委 員会が分担す る｡ そ の うち国家科
学技術委 員会 は農業､ エ ネル ギー､ 化学工業､ 社 会の発展及び一部 の新興技術 プ
ロジェク トを担 当 し､ 国 家経済委員会 は工業 と新製品開発 プ ロジェク トを担 当す
る (国家経 済委員会解 散 後 は､ この任務 は国家 計画委員会が担 当す る)｡ 漢方医
学 ･漢方薬 開発 プ ロジェ ク トは両委 員会が共 同で管理 し､ マイ クロエ レク トロニ
クス分野 の 4つの プロジ ェク トは国務院電子振興 協会が 国家科学技術委員会､経
済委員会 と共 に組織協 調 を行 う｡
組織 協調部 門の主な任 務 は､ 主宰 部門の提 出 した課題 の フィー ジ ビ リテ ィース
タデ ィー報告及び事業 計 画 に関す る意見 につ いて審査決定 を行 い､ 課題､ 特定 テ
ー マ間の組 み合わせ と連 携 を把握 す る ;部門､ 地 区の協 力協調 を図 り､ 科学技術
難 関突破 と技術導入､ 消化 吸収､ 技術改造､ 成果 の産業応用､ 模範例普及 の連携
を図る ;プ ロジェク トと課題 の執行 状況 を督促､ 点検す る ;計画 の調整 を行 う
(プ ロジェ ク ト経 費の 5%を予備 と して留保 し､ 組織協調部 門が これ を掌握 して､
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計画の調 整 に備 える) ;入札 を行 うべ きプ ロジ ェク ト､ 課題 を確定 し､ 入 札結果
の審査､ 認可 を行 う ;重 大 な難 関突破成果 の国家 レベル の検 定 を主宰す る｡
難 関突 破 プ ロジェク ト (一部 の入札 に適 さな い と規定 され た プ ロジェ ク ト (課
題) を除 く) は広 く一般 に入札 を募 る｡
難 関突 破 プ ロジェク トの成果 の所有権 は全て 国家に帰属す る｡ 国家 は研 究成果
の有償譲渡 を奨励 し､ 譲渡収入 はそ の成果 を挙 げた機 関 に帰属す る｡
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< 国家重 点工業性試験 計画>
1984年 策定｡
国家重 点工業性試験 計画 は､ 毎 年 国家の基本 建設及び技術 改造 上 の需 要 に基づ
いて一連 の工業性試験 プ ロジ ェク トを計画す る もので あるO これ らの プ ロジェク
トは一般 に予備試験 を経 た科学研 究 成果 を採用 し､ 更 に一定規模 まで拡大 した試
験 を行 う と同時 に相応 の生産 工程 技術､ 主要装備 の実用性及 び経 済合 理性 を審査
す る｡ そ の うち成功 した プ ロジ ェ ク トにつ いて は､ 技術改造､ 基本建 設 との連携
を図 る｡ 工業性試験計画 に組み入 れ るプ ロジェ ク トは､ 必ず ある業種 の生産技術
の一新､ 工業設計水準 の向上 に対 し､ 長期 的作用 を発揮す る ものでな けれ ばな ら
な い｡
工業性 試験 プロジェ ク トは模 範 的 試験 生産 ライ ンと工業性 試験基 地 の 2種類 に
分 け られ る｡ 模範的試験 生産 ライ ンプ ロジェク トとは､研究 と開発 を結合 し､ あ
る企 業で 工業的規模 の生産 ライ ンを完成 させ て 生産技術 と付属設備 の実用性 を試
験 し､ これ によ り性能 改善､ 経験 取得 を図 り､ 普及使用 を行 うか否 か を決定す る
プ ロジェ ク トを指す｡ この プ ロジェ ク トは成功後直ち に生産 に移 れ､ 直接 的経済
効 果 を得 る ことがで きる と同時 に一時的な投資 が大 きいため､ 一般 に比較的成熟
した技術 の採用が求め られ る｡
工業性 試験 計画 は国家指令 型 の計画で あ り､ 国家計画委員会が 関係 部 門及び地
方 政府 と共 にそ の制定 を担 当す る｡
工業性 試験 プロジェ ク トの 申請 にお いて は､ 必ず以下 の条件 を満 た さね ばな ら
な い｡
1. 国務 院の関係部門 または省､ 自治 区､ 直轄 市､ 計画書 に記載 され た市 の計画
委 員会 または計画経済委員会 (以下主宰部 門 と略称) の審 査 を通過 す る こと｡
2. 準備 すべ き自己調達 資金 を有す る こと｡
3. 原材 料､ 水､ 電気等外 的条件 を整備す る こと｡
4. 担 当機関 は強 力な指導 力､ 健 全 な組織､ 高 い技術 力 をもっ こと｡
申請機 関はその主宰部 門 にプ ロジ ェク ト建議 書 を提 出す る｡
主宰部 門はプロジェ ク トにつ いて初歩的評価 と総合的バ ランス調 整 を行 った後､
毎年年頭､ 年 中に､ 取 りま とめて 国家計画委 員会 に推薦す る｡ 建議書 が 国家計画
委貞 会 の批准 を経た後､ プロジ ェ ク トのフィー ジビリテ ィー スタデ ィー を行 うo
工業性 試験 プロジェク トの検 定､ 検 収後 に形成 され た固定 資産 の所 有権 は国家
に帰属 し､ 主宰部門が管理す る｡ 正規 の操業 を開始す る場合､ 生産 に必 要な流動
資金 につ いて は主宰部 門が関係銀行 に融資 を要求 して解決す る｡ 工 業性試験 プ ロ
ジ ェク トの検 定､ 検収後 の製 品 は､ 国家重点新 製品試験 生産 計画 に組 み入れ られ､
関係す る優遇政策 を受 ける｡ 工業性 試験 プ ロジ ェク トが成果 を得 た後､ 主宰部 門
は普及計画 と具体 的措置 を講 じな けれ ばな らな い｡
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<国家重点実験室 計画>
1984年策定｡ 国家 計画 委員会 が教 育部 (現国家教育委員会)､ 中国科学 院､ 衛
生部､ 農業部 と共 同で組 織す る｡ そ の 目的 は基礎研究､ 応用基礎研究及び科学研
究 に携 わ る高 レベル の人材育 成 を支援す る ことで ある｡ そ の主 た る 目標 は以下 の
通 り｡
1. 重点分野 の科 学研究 能 力 と水準 を向上 させ､ 基本 的 に国際的 レベル に追 いつ
けるよ うにす る ;安定 的､ 有効 的 に中国の基礎研究 及び応用研 究 を発展 させ､
様 々な学 問分野 の総合研 究 及び学 際研究 を促進 す る｡
2.国家重点 実験室 にお ける研 究 と国家経 済 中 ･長期発展 にお ける需要 を戦略方
向の上で統 一 し､ 研究 を高 レベル で経済建設 に対応 させ る｡
3.科学研究 に携 わ る高 レベルの人材 を大量 に養 成す る｡
国家重点実験 室建設プ ロジェク トは主 として国家教育委員会､ 中国科学 院､ 農
業部､ 衛 生部 の システム に配 置 し､ 基礎研 究 と応用基礎研 究 に重 きを置 く｡ 大学
及び研 究所が 国家 の資金 援助 を 申請 して建設す る国家重点実験室 につ いて は､ 国
家が優 先的 に発展 を図る学術 分野 に属す る もので あるか､ また は創造的な特 色 を
もつ学術 分野 の ものでな けれ ばな らな い｡
1. 国家重点 実験 室では､ 開放的､ 流動 的､ 連 合 的な運営管理体 制 を実施 し､ 条
件 を備 えた実験室 であれ ば建設途 中で開放す る ことがで きる｡ 完成検収後 の実
験室 は全面 的 に開放す る と同時 に､ 基金委員会 の推薦す る研 究 プ ロジェク トに
対 し優 先的 に開放 しな けれ ばな らな い｡
2.実験 室 は完成後､ 相 対 的 に独立 した科学研 究 実体 にな る必 要が あ り､ 主管部
門が主任 1人 を招哨す る｡ 主任 は全権 を もって実験室 の業務 に責任 を負 い､ そ
の任期 は主管部 門が規 定す る｡
3.実験室 には独立 した学術 委員会 を設 ける｡ 同委員会 は実験 室 の学術指導機構
で あ り､ そ の主な職能 は実験 の研 究方 向 の決定､研 究課題 の審査決定､ 経 費使
用 の監督､ 開放 に関す る調 整､ 論 文答弁及び成果 の評価 な どで ある｡ 学術 委員
会 の人員総 数 は一般 に15人 を超 えな い もの と し､ 異な る業種､ 部 門の科 学者及
び技師 によ り構成 され､ 本 システ ム の専 門家 は 3分 の 1を 占め るのみ とす る｡
4.実験室 は 固定 的な技 術 チーム を擁 し､ これ によ り実験 室 の開放 と運営 を保 証
しな けれ ばな らな い｡ また科学研 究 スタ ッフについて は､ 流動 的で ある ことと
学術分野 間 の相 互浸透 を強調 し､ 固定 的研究 ス タ ッフの比率 は過 半数 を超 えな
い もの とし､ 大部分 は客員研究員 でな けれ ばな らな い｡
5.実験 室 の経 費 (基本 運営 費 を含 む) は部 門の科学研 究事業 費か ら支出す る｡
実験室 は競 争 によ り研 究 プ ロジェ ク トと資金援 助 による経費 を獲得す る｡
6. 国家 は条 件 を備 えた 実験室 を国外 に開放 し､ 多様 な方式 によ る国際協 力 と学
術 交流 の展 開 を奨励す る｡
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<星火計画>
1985年策定｡ 星火計画 は国家科学技術委 員会 が関係部 門 と共 同で組 織､ 実施す
る中国初 の指 導 型 の科学技術 計画で あ る｡ そ の主 旨は先進的かつ適用 可能な科学
技術 的成果 を農村 に普 及 させ､ 科学 技術 による農業振興 を指導 し､ 郷 鎮企業 を健
全 な発展 に導 く｡ さ らに､ 科学技術 を支柱 と した農村 の社会主義商 品経済発展 を
推進 し､ 農業 の近代化 と農村 工業化 の進展 を促進す る ことで ある｡
星火 計画実 施 に関す る 日常的事務 を担 当す るのは国家科学技術委員 会 ｢星火計
画弁公室｣で ある｡
星火 計画 の プ ロジェク ト制定 手続 きは､ まず 星火 プロジェク トの担 当機 関､ 主
と して地方 の 中小企業及び郷鎮企業 が､ 市 場 の需 要 に基 づいて プ ロジ ェク トを選
択す る｡ 申請 され たプロジェク トは､ 各 レベル の ｢星火 計画弁公室化 学実験室｣
によ り､ 製 品 の持 つ技術 内容､ 先進性 及 び適用性 に基づ いて段 階的 に選別 され､
星火 計画 の管理 部門が プ ロジェ ク ト選別 審 査 認可手続 き によ り一次審 査 を行 った
後､ 一次審査 を通過 した プロジェク トにつ いて は金融機 関が再度実行 可能性 を審
査す る とともに､ 融資額 を確 定 し､ 最終 的 に星火 プ ロジェク ト及び 当面 の計画が
確定 され る｡ 国家 レベル の星火 プロジェ ク トの最終的審 査決定 は一般 に国家科学
技術委員会が行 い､ 毎年年末 にプロジェク ト論 証会 を開催 して翌年 の プ ロジェク
トを決定す る｡
<高技術発展研 究 (863)計画>
1986年策定｡ 中国のハ イテ ク技術 を発展 させ､ 世界的先進技術水準 に追 いつか
せ る ことを主 旨 とす るハイテ ク技術 の振興 計画で ある｡ ｢863｣計画 の 目的 は､ 一
部 の精鋭 の科 学技術 力を結集 して い くつか の重 要なハイテ ク分野 にお いて国際的
水準 に追 いつ き､ 国外 との格差 を縮 小 させ る と同時 に､ 中国が優位 に立 って いる
分野 にお いて 飛躍 的発展 を得 るべ く体 制 を強化 し､ 今世紀末か ら来 世紀初頭 にか
けた経済建設 と安 全保 障 に寄 与す る ことにある｡
計画 の実施 管理 は 2つ の部分 に分 け られ､ 民 生用技術 につ いて は国家科学技術
委 員会が執行 し､ 軍用技術 につ いて は国防科学 工業委員会が執行す る｡ 国務 院ハ
イテ ク計画協 調指導チームは､ 重要事項 の政策 決定及び調整 に責任 を負 う｡
｢863｣ 計画で は､ 専門家管理 メカニズム を採用 し､ 入札制 によ る プロジェ ク ト
担 当機 関 を選 択す る｡ ｢863｣計画 の経 費 は部門及 び機 関別 の割 り当て給付 にはよ
らず､ 経 費 は任 務 とともに直接課題 チー ム に給付 され るO 流用不可 の専用 費 目で､
給付経路 は財 政部一国家科学技術委員会-科学技術委員会条財 司 (仮 分配案 に基
づ いて給付) -専 門家委員会- 専門家チー ム- プ ロジェク ト担 当機 関で､ 一般 に
上半期 1回､ 下 半期 2回 と､ 年 間 3回 に分 けて給付 され る｡
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<火 拒 (た い まつ )計画 >
1988年度策定｡ 火拒 計画 は 国家 と地 方 の科 学 技術委 員 会 が レベ ル 別 に管理 を行
う指 導 型 計画 で あ り､ そ の主 な 内容 は以 下 の通 り｡
1. ハ イ テ ク産 業発展 の た め必要 な条 件 を創 出す る｡
2.火 拒 計画 プ ロジェ ク トの組織 実 施｡
3.ハ イ テ ク創 業 サー ビスセ ンター の設 立 と発 展0
4. ハ イ テ ク産 業 開発 区 の設 立｡
5. 人材育成O
火拒 計画 プ ロジ ェク トには 国家 レベル と省､ 直轄市 レベ ル の 2種 類 が あ り､ レ
ベ ル別 に国家 と地方 とで管 理 を分担 す る｡ 国家 科学技 術委 員 会火 矩 計画弁公室 は
国 家 レベル の火 拒 計画 プ ロジ ェク トの 申請受理､ 審査 評 定､ プ ロジ ェ ク ト立案､
追 跡管 理及 び プ ロジェ ク ト検 収 を担 当す る｡ 国 家 レベ ル の プ ロジ ェ ク トの資金 に
つ いて は､ 国家､ 地方 及 び プ ロジ ェ ク ト担 当者 のバ ラ ンス を取 る こ とを原則 と し､
同時 に積極 的 に民 間及 び 国外 の資 金 を導 入す る｡ 国家 の投 入す る資金 は主 と して
銀 行 か らの融 資 で ある｡
< 国家新製 品試 作検 定 計 画 >
1988年策定｡ 企 業､ 事 業 体 の積 極 的な新 製 品 開発 を奨励 し､ 新 製 品 に対す る計
画 的管 理 を強化 して､ 計 画管 理 と市 場調 整 の作 用 を発 揮 させ､ 産 業 構造､ 製 品構
造 の調 整 を促 進 し､ 製 品 の世 代更 新 を加 速す る ことを 目的 とす る｡ 国家 計画及 び
科 学 技 術管理総 合部 門 は 1988年 か ら国家 新 全 国新製品 計画 を組織 実 施 して いる｡
国家新製 品試 作検 定 計 画 につ いて は国家 計画委 員会 と国家科学 技術 委 員会が 責
任 を負 い､ 国家 計画委 員 会 と国家科 学技 術 委員 会 は新 製 品 の 申請機 関 によ ってそ
の業務 を分担 す る｡ 大 学､ 中国科 学 院国 立試験研 究機 関､ ハイ テ ク産 業 開発 区等
か ら申請 され た新 製 品 は 国家 科学 技術 委 員会 が審査認 可 を行 い､ 工 業 ･交通企 業
及 びそ の他機 関 か ら申請 され た新 製 品 は 国家 計画委員 会 が 審査 認 可 を行 う｡ 企 業
及 び科 学研究 機 関が共 同で研 究 開発 した新製 品 について は､ いず れ か 一方か らし
か 申請 で きず､ 上記分 担 によ って審 査認 可が行 われる｡ 特 殊 な状 況 の場合 は両委
員 会 が共 同協 調 して確 定 す る｡
国家 レベル の新 製 品 計 画 以 外 に､ 地 方 レベル の新製 品計画 もあ る｡ 国家 レベル
の計 画 に組 み入 れ られ た新 製 品 は､ 製 品税 また は付加価 値 税 を 3年 間減 免 され る｡
地 方 レベル の計 画 に組 み入 れ られ た新製 品 は地 方税 を減 免 され るが､ そ の規定 は
各 地 方 によ って 異 な る｡
国家 レベル の新 製 品 計画 に組 み入 れ られ る プ ロジェ ク トは､ 一 般 に既 にモデル
マ シ ン (サ ンプル)検 定 を行 い (また はそ の年 に検定 を行 う予定 )､ 一定 の ロ ッ
ト生産 が可能 な新 製 品 で な けれ ばな らな い｡ 計 画 にお ける検 定 とは､ 主 と して 生
産 定 型検 定 (生産 開始 検 定 ) また は検 収 を指 し､ 各地 方､ 各部 門 の主管機 関 また
は委 託 された 関係機 関 が検 定 また は検 収 を組織 す る｡
総 合 的審査 評 定 につ いて は､ 国家 計画 委 員会､ 国家科 学 技 術委 員 会､ 国家税 務
局､ 国家 物価 局､ 中国 工 商 銀 行､ 物 資部､ 国務 院知力導 入 弁公 室､ 国家技術 監督
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局等 の部 門か ら構成 され た審査評定指導 チームがそ の責任 を負 う｡
<国家科学技術 成果重点普 及計画 >
1990年策定｡ 国家科学 技術成果重点 普及計画 は国家､ 部門､ 地方 の 3つ の部分
に分かれ､ 三者 それぞれ に重点 を置 くものが あ り､ 相互 の補完､ 連携 が 図 られて
いる｡ 国家科 学技術 成果 普 及計画 の重点 は､ 組織 力 と資金 を集 中 させ て国民経済
の発展 に大 き く寄 与 し､ 適 用範 囲が広 く､ 業種､ 地域 にまたが る科学技術成 果 を
普及 させ る ことにある｡ 部 門科学技術 成果重点 普及 計画では､ 業種 の特徴 を重視
し､ 各業種 内 の技術 の進 歩 に対 し先導 的作用 を もつ科学技術成果 を普及 させ るo
地方科学技術 成果重点普 及 計画で は､ 同地 区の経 済発展 にお ける需 要 と資源 の特
徴 に基づ き､ 地方経済振 興 に重要 な作用 を起 こす科 学技術成果 を普及 させ る｡ 部
門､ 地方 の計画 にお いて効果 がよ く､ 応用範 囲の大 きい ことが証明 された プ ロジ
ェク トにつ いて は､ 国家 計画 に繰 り入れ る ことが で きる｡
国家科学技術 成果重点 普及計画 は国家科学技術 委 員会が管理 し､ 段 階別管 理 の
原則 を実施す る｡ 国家科 学技術委員会 は国家科 学 技術成果重点普及計画 の管 理 に
責任 を負 い､ 国務 院各部 門及び地方政府 は部 門及 び地方 の科学技術 成果重点 普及
計画 に責任 を負 うとい うよ うに､ 2系統 の管理体 系 を形成 して いる｡ 普及計画の
プロジェ ク ト採択 は業界 内 の考察 を経 て､ 地方 を主 とした方式 を実施す る｡ 国家
科学技術委員 会 は計画 プ ロジェク トの手引の組織 制定､ 国家科学技術 成果重点普
及計画 の発布､ 投資 の方 向の確定､ 執行状況 の点検､ 監督及び プ ロジェク トの検
収､ 総括､ 交 流 の組織等 に責任 を負 う｡
<基礎性研 究 重大 プ ロジ ェク ト (登 頂)計画>
1991年策定｡ 登頂計画 には基礎研 究 と応用基 礎研 究 の戦略 目標､ 主 た る研 究 内
容 と研究方 向及び関係す る政策､ 措 置 (研究 機 構､ 重点実験室 の建設､ 投資､ 人
材 の育成及び活用､ 国際協 力等 の内容 が含 まれ る) の 3つの部分 が含 まれ る｡ そ
の うち基礎性研 究課題 に は 自選課題､ 重点課題 及 び重大 プロジェク トの 3種 類が
ある｡ 自選課 題 は科学者 (個 人 また は グルー プ) が 自 らの特長 と意 向 に基づ いて
提 出す る もので ある｡ 重 点課題 は､ 学術分野発 展 にお ける優 先分野か ら選択 す る｡
この 2種類 の課題 は国家 が マ クロ的 に計画 し､ 指 導型 の方式で国家 自然科学基金
委員会等 の関係部門が組 織 実施す る｡ 重大 プ ロジ ェク トは基礎性研 究 の うち国家
の発展 と科学 技術 の進歩 に対 し全局的な推進 作用 を もち､ 科学技術界 公認 の もの
で､ 国家が組織 的､ 計画 的 に展 開す る必要 のあ る科学登頂 プ ロジェク トで､ 国家
が指令型 の方 式で組織 実 施す る｡
｢登頂 計画｣は国家科 学技術委員会 が主宰 し､ 国家教育委員会､ 中国科学 院､
国家 自然科学基金委員会 及び関係 各部､ 委員会 と共 同で プロジ ェク トの実施 と管
理 に責任 を負 う｡
注)本記述 は､ 主 として 中国国家科 学技術委 員会科技促進発展研 究 中心 による｡
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(参 考 2)
技術 導入 に関係 のあ る主な法令
法規 名 批 准機 関 批准 時期
中華 人 民共和 国 中外合弁経営企 業法 人民代表大会 1979.7
中華 人 民共 和 国 中外合 弁経営企 業法 国務 院 1983.9
実 施 条例
技術 導 入及 び設備輸入 業務 暫定 条件 国務 院 1981.I
国務 院技術 譲渡 に関す る暫定規 定 国務 院 1985.1
財 政 部技術 譲渡 費 の計算､ 支払 及 財 政部 1985.2
び技術 譲渡 収入税 に関す る暫定 措 置
技術 導 入契約管 理条例 国務 院 1985.5
技 術 導入契約管理条例施行細則 対 外経済貿易部 1988.1
特 許代 理条例 国務 院 1991.3
中華 人 民共和 国外資系企業 人 民代表大会 1991.4
及 び外 国企 業所得税法
対 外経 済貿易部外 資系企業契約 書､ 対外 経済貿易部 1991.7
定款 に関す る審 査原則 及び審査 要点
科 学研 究 院 の科 学技術 製品 に賦 与 対外 経済連絡部 1993.9
され る輸 出入権 利 の暫定措置 国家科学技術委 員会
機械 電 気製 品輸 出入管 理暫定措 置 国家経済貿易委 員会対外 連絡部 1993,10
地 区､ 部門機械 電気製 品輸入機 構 国家経済貿易委 員会 1993.2
管 理措 置
外 国企 業投 資指導方 向暫定規定 国家 計画委員会対外経済連絡部貿易委 員会 1995.6
中華 人 民共和 国 中外合作経営企 業 法 国務 院 1995.8
実 施細 則
国務 院輸入税 収政策 の改革､ 調 整 国務 院 1995.12
注 )本 記述 は､ 主 として中国国家科 学技術委 員全科技促 進発展研 究 中心 による｡
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(参考 3)
技術導入契約管理条例及び同条例施行細則 (日本語訳)
<技術導入契約管理条例>
1985年5月24日,国務院公布 ･施行
第 1条 対外経済技術協力を一段 と拡大 し､わが国の科学技術水準を高め､国民経済の発展を
促進するため､特にこの条例を制定する｡
第 2条 本条例に定める技術導入 とは､中華人民共和国の公司､企業､団体又は個人 (以下
｢受領側｣ という)が､貿易又は経済技術協力を通 じて中華人民共和国外の会社､企業､冒
体又は個人 (以下 ｢供与側｣という)か ら技術を取得することをいい､次のものを含む｡
(1)特許権又はその他の工業所有権の移転又は許諾
(2) 図面､技術資料､技術規範などの形式で供与される生産工程､調整法､製品設計､品質
管理及び経営管理などの面の技術 ノウハウ
(3)技術サー ビス
第 3条 導入技術は先進的実用的で､かつ次の各号の 1以上の基準に適合 していなければな ら
ない｡
(1)新製品の開発及び生産が可能な こと
(2) 製品の品質及び性能の向上､生産原価の引き下げ､エネルギー又は材料の節約が可能な
こと
(3)自国資源の十分な利用に役立つこと
(4)製品輸出の拡大､外貨収入の増加が可能なこと
(5)環境保全に役立つ こと
(6)安全操業に役立つ こと
(7)経営管理の改善に役立つこと
(8)科学技術水準の向上を助けること
第 4条 受領側 と供与側は書面の技術導入契約 (以下 ｢契約｣ という)を締結 し､かつ受領側
が調印の 日か ら30日以内に申請書を出 し､中華人民共和国対外経済貿易部又は対外貿易部が
権限を与えたその他の機関 (以下 ｢認可機関｣ という)の認可を受ける｡認可機関は申請書
を提出した 日か ら60日以内に認可又は不認可を決定するものとし､認可を受けた契約は認可
の 日か ら効力を生じる｡所定の認可期間内に､認可機関が決定をしなかった場合には､認可
が得 られたと見な し､契約は自動的に効力を生 じる｡
第 5条 技術導入の締結では､ ｢中華人民共和国渉外経済契約法｣その他の法律の関係規定を
遵守 しなければな らない｡
双方は契約の中で､次に掲げる事項 を明確にしなければな らない｡
(1)導入技術の内容 ･範囲及び必要な説明｡そのうち特許及び商標 に係わるものについては､
明細書 を添付 しなければならない｡
(2) 到達見込みの技術 目標並びに各 目標実現の期限及び措置
(3)対価､対価の構成及び支払い方法
第 6条 供与側は自分が供与技術の適法な保有者であることを保証 し､かつ供与技術が完全で､
環庇がなく､有効で､契約に定める目標に到達できることを保証 しなければな らない｡
第 7条 受領側は双方が取 り決めた範囲と期間において､供与された技術の中の未公開の秘密
部分につき､秘密保持の義務を負わなければな らない｡
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第 8条 契約期間は､受街側の導入技術習得の期間に対応するものとし､認可期間の特別の認
可を受けなければ､10年を超えてはならない｡
第 9条 供与側は受領側に不当な制限要求を強要 してはならない｡認可機関の特別認可を受け
なければ､契約中に次に掲げる制限条項を含めてはならないO
(1) 受領側に技術導入と無関係な付帯条件の受入れを求めることC不必要な技術､技術サー
ビス､原材料､設備又は製品の購入を含む｡
(2) 受領側が異なる供給源 を自由に選択 して原材料､部品又は設備を購入することを制限す
ること｡
(3) 受領側による導入技術の発展及び改良を制限すること｡
(4) 受領側が他の供給源か ら類似技術又はこれと競合する同種技術を取得することを制限す
ること｡
(5) 双方の改良技術の交換条件が対等でないこと｡
(6) 受領側が導入技術を利用 して生産する製品の数量､品種又は販売価格を制限すること｡
(7) 受領側の販売ルー ト又は輸出市場を不当に制限すること｡
(8) 受領側が契約期間満了後､引き続き導入技術を使用するのを禁止すること｡
(9) 受領側に対 し､使用 していない又は効力を失った特許について対価の支払い又は義務の
引き受けを要求すること｡
第10条 契約の認可を求めるときは次に掲げる書類を提出しなければな らないO
(1) 認可申請書
(2) 契約の副本及び契約の翻訳文
(3) 両締約者の法的地位を証明する書類
第11条 契約を修正 し又は契約期間を延長するときは､第4条､第10条の規定を準用するもの
とする｡
第12条 本条例は対外経済貿易部が解釈の責任を負い､施行細則は対外経済貿易部が定める｡
第13条 本条例は公布の目か ら施行する｡
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<中華人民共和国技術導入契約管理条例施行細則>
1988年1月20日 対外経済貿易部公布 ･施行
第 1条 ｢中葦人民共和国技術導入契約管理条例｣ (以下 ｢条例｣という)第12条の規定に基
づき､この細則を制定する｡
第 2条 ｢条例｣第 2条に定める､受缶側と供与側が締結 した次に掲げる技術導入契約は､供
与側の国別及び地域並びに受領側の資金供給源及び返済方法を問わず､すべて ｢条例｣及び
この細則の規定に従って認可機関<原語は審批機関､以下同>に認可手続きを申請しなけれ
ばならない｡
1 工業所有権の移転または許諾契約｡工業所有権の移転または許諾契約 とは､発明特許権､
実用新案特許権､意匠特許権及び商標権の移転または許諾に係わる契約をいう (商標権の
移転のみに係わる契約は除く)0
2 技術 ノウハウ許諾契約｡技術 ノウハウ許諾契約とは､未公開で工業所有権の法的保護を
得ていない､ある製品を製造するか或いは製法を応用する技術知識並びに製品設計､生産
工程､調整法､品質管理及び経営管理などの技術知識を提供しまたは伝授する契約をいう｡
3 技術サービス契約｡技術サー ビス契約とは､供与側がある技術を利用 して受領側にサー
ビスまたはコンサルティングを提供 し､特定の目標を達 しようとする契約をいい､受領側
が供与側に委託 しまたは供与側 と共同で事実の実行可能性研究 (以下､FS (フィージビ
リティ ･スタディ)という)または工事設計を行 う契約､外国の地質探査チーム又は工事
チームを雇って技術サー ビスを提供させる契約､供与側に委託して企業の技術改善､生産
技術 もしくは製品設計の改善及び品質管理､企業管理についてサービスまたはコンサル
ティングの提供を受ける契約 (外国人を招晒 して中国企業で職務につかせる契約は除 く)
を含む｡
4 工業所有権の移転もしくは許諾､技術ノウハウの許諾または技術サービスのいずれかの
内容を含む共同生産契約及び共同設計契約
5 工業所有権の移転もしくは許諾､技術ノウハウの許諾または技術サービスのいずれかの
内容を含むプラン ト設備､生産 ライン､メー ン設備の輸入契約
6 認可機関が認可手続きをとるべきことを認めるその他の技術導入契約
第 3条 対外技術導入取扱権のない公司､企業､団体または個人が技術導入する際には､対外
技術導入取扱権をもつ公司､企業に委託 して対外的に技術導入契約を締結 し､且つ委任状を
出さなければならない｡
第 4条 中華人民共和国内に設置された中外合弁企業､中外合作企業､全額外資企業 (以下､
｢外資系企業｣という)が供与側か ら技術を取得するために締結される技術導入契約は､本
細則の規定に従って認可手続きをとらなければならない｡
外資系企業の外国投資家が工業所有権又は技術ノウハウで出資をする場合には､国の外資
系企業に関する法律及び規定に従 って処理する｡
第 5条 技術導入契約の認可機関は対外経済貿易部 (以下 ｢貿易部｣という)並びに貿易部が
権限を与えた省､自治区､直轄市､沿岸開放都市､経済特別区及び計画単例都市の対外経済
貿易庁､委員会､局その他の管理機関 (以下 ｢授権認可機関｣という)である｡
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第 6条 技術導入契約は､次に掲げる規定に従って審査 ･認可する｡
1 国務院の各部､委員会及び各直属機構がFS報告を承認 した事業の技術導入契約は､貿
易部が審査 ･認可する｡
2 省､自治区､直轄市､沿海開放都市､経済特別区及び計画単例都市の人民政府またはそ
の権限を受けた主管機関がFS報告 を承認した事業の技術導入契約は､同レベルの授権認
可機関が審査 ･認可する｡当該技術導入契約が地域にまたがる他の公司に委託して対外的
に締結されている場合には､委託側所在地の授権認可機関の同意があれば､契約締結地の
授権認可機関で審査 ･認可することができる｡契約締結地の授権認可機関は契約の認可後､
契約認可証書のコピーを委託側所在地の授権認可機関に送 らなければな らない｡但 し､複
数の地域が北京にある公司 (北京市所属の公司は含まず)に委託 して対外的に締結 した技
術導入契約は､貿易部で審査 ･認可する｡
3 外資系企業が供与側か ら技術を取得するために締結される技術導入契約は､国務院各部､
委員会及び各直属機構がその外資系企業を認可している場合には､貿易部が審査 ･認可す
る｡その他の場合には､それぞれの授権認可機関が審査 ･認可する｡
第 7条 技術導入契約には､次に掲げる事項を明示 しなければならない｡
1 契約の名称
2 導入対象技術の内容､範囲及び要求
3 導入技術の目標到達を審査 ･検証するための基準､機関､措置及び危険責任の負担
4 導入技術の秘密保持義務並びに改良技術の帰属及び分与
5 代金または報酬総額及び個別価格並びに支払い方法
6 違約損害賠償額の計算方法
7 紛争の解決方法
8 名詞及び術語の解釈
契約履行と関係のある付属資料は､当事者の協議に基づき､技術導入契約の構成部分とす
ることができる｡
第 8条 中国で受けた特許権または商標権の移転或いは許諾に係わる技術導入契約には､関係
の特許番号または特許出願番号､商標登録番号を明記 し､商標の様式を添付 しなければなら
ない｡特許権の移転に属する場合には､ ｢中華人民共和国特許法｣の規定に従って特許局に
届け出なければな らない｡商標の許諾に属する場合には､ ｢中華人民共和国商標法｣の規定
に従って商標局に届け出なければな らない｡
第 9条 供与側は提供した技術または書類 ･資料が完全､正確､有効で､契約に定める技術目
標に到達できるよう保証しなければな らない｡技術書類の引き渡 し期間は受領側の工事計画
進度要請に適合 していなければな らない｡
第10条 受領側が供与側から導入技術に必要な原材料､部品または設備の提供を受ける必要が
ある場合には､その価格は国際市場における同種製品の価格を上回ってはな らない｡
第11条 供与側は自分が提供 した技術の適法な保有者であることを保証 しLまたは自分が当該
技術の移転もしくは許諾の権利を有することを保証しなければならない｡受領側が移転また
は許諾された技術を使用 して生産 ･販売 した製品が第三者に権利侵略で告訴されたときには､
供与側が応訴の責を負わなけれ_ばな らない｡第三_flこ告訴された権利侵害で成立した場合に
は､供与側は受領側の経済的損害を賠償する責任を虹
第12条 契約の有効期限内は､改良技術の所有権は特許出願の権利を含め､改良側に属する｡
受領側が供与側に改良技術を提供する際には､その条件は供与側が受領側に改良技術を提供
する条件 と同じでなければならない｡
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第13条 供与側が提供､伝授 した技術ノウハウ及び関係技術資料について､受領側は契約に定
める範囲と期間で秘密保持の義務を負わなければならない｡秘密保持期間は一般に､契約の
有効期間を超えてはならない｡特別の事情によって契約の有効期間を超える必要がある場合
には､契約に明示し､かつ認可手続き申請の際に理由を説明しなければならない｡
受海側の秘密保持義務期間内に､受領側以外の原因によって技術が公開された場合は､受
街側の秘密保持義務はただちに終了する｡供与側が契約の有効期間内に受領側に発展､改良
技術を提供することが契約に定められている場合には､受領側は契約期間満了後も引き続き
秘密保持義務を負うことができ､秘密保持期間は供与側が当該技術を提供した日から起算す
る｡但 し､この期間は原契約に定める期間を超えてはな らない｡
第14条 丑一旦期間の認魁 けなければ受領側が導入技_塵_塵jrl用して生産 した製品の輸出を
制限する条_Ia_皇_望蓬三艮こ含めて_i主な.らな_Ll_｣_ただ L⊥_次.LT)各弓T型上iずれ 虹ーに属 する坦_合｣.ま揮 ぐ.L
L 供与側がすでに_進一占許諾契約を_鐘鮎 ている国及び地塵
2 供与側がすでに_進出 理契約を締結_ヒエ いる国及び地塵
第15条 選一亘機関の認並 受_けなければ､受_題側が契約期間満了後技術使用を一弘塵旦 ることを
禁止する条項を契絶｣迦 てはならない旦｣契約期間の満了後､導入技術に係姐 量許の存続
盟_艶が満了していなりー_場合には､ し史弘 民共和国特許法｣ の関係規定に従って処理 しなけ
ればならない｡
第16条 供与側は中華人民共和国の税法規定に従って納税 しなければな らない｡
第17条 技術導入契約の受領側または対外契約締結を代行 した公司､企業は､契約締結 日から
30日以内に､第 6条の規定 に従って認可機関に､次に掲げる正式書類を提出しなければなら
ない｡
1 契約認可申請書｡申請書の内容は契約の名称､供与側の国別 とメーカー名､導入対象技
術の内容と範囲､事業のFS報告の承認機関と書類番号を含まなければな らない｡
2 契約の副本 (外国語の場合には､契約の中国語訳文を添付しなければならない)
3 各締結者の法的地位を証明する書類のコピー
4 承認を受けたFS報告及び資金の手当状況
契約の審査 ･認可作業をスムーズにするため､受領側または､対外契約締結を代行する公
司､企業は交渉前または交渉の過程で､契約の主要内容或いは一部条項について許可機関
の意見を求めるか或いは事前審査を求めることができる｡
第18条 第17条にその提出が定められた技術導入契約その他の書類が次の各号のいずれかに該
当する場合には､許可機関は当事者に期間を定めて補正させなければならず､補正をしない
場合には､認可を与えない｡
1 国の現行法律と法規に違反 し､一般公共の利益を害すること
2 国家主権を損なうこと
3 契約内容が承認された事業のFS報告と合わないこと
4 契約の基本条項及び内容が完全でないこと
5 移転または許諾される技術に起因する所有権紛争及び契約履行中に生じたその他の紛争
の責任 と解決方法について､契約が明確で合理的な規定をしていないこと
6 移転または許諾される技術が到達すべき技術水準､経済収益について､当該技術を使っ
て生産 した製品の品質保証を含め､契約が合理的規定をしていないこと｡
7 導入技術の価格及び支払いが不合理な こと
8 各締結者の権利､責任､義務の規定が十分に明確､対等､合理的でないこと
9 契約の規定に国の税務機関の同意を受けていない租税優遇の約束があること
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第19条 認可機関は申請を受理した日か ら60日以内に認可 ･不認可を決定 しなければならない｡
認可機関が第18条の規定に従って補正を求めた契約の審査期間は補正後の契約本文または補
正書を受け取った日から起算する｡
認可機関が期間を過ぎても回答 しない場合には､契約は許可されたものとみなす｡
第20条 契約は許可の日か ら効力を生じ､認可機関か ら貿易部が統一的に印刷 し､番号を付 し
た ｢技術導入契約認可証書｣を交付する｡
第21条 技術導入契約が ｢条例｣第 8条に定める10年の期間を超えまたは ｢条例｣第 9条に定
める制限条項を含んでいる場合には､受敵側は本細則の規定に従 って許可手続きをとる際､
認可期間に申請報告を提出し､理由を詳細に説明しなければならない｡
第22条 許可された技術導入契約の技術対象の内容､価格､期間及び秘密保持期間の条項を修
正する場合は､各締結者で協議一致 し且つ原認可機関の書面による同意を得なければならな
い｡ この修正が当初認可された技術対象の内容を合わずまたは当初認可された際必要だった
外貨の額を超える場合には ｢条例｣第 4条及び第11条並びに本細則第 6条の規定に従い､
改めて認可手続きをとらなければな らない｡
第23条 授権認可機関は技術導入契約の認可 目か ら10日以内に､ ｢技術導入契約認可証書｣の
コピーその他の関係資料を貿易部に送付 しなければな らないO
第24条 技術導入契約の執行過程で銀行の保証､信用状､支払い､決済及び通関 ･納税などの
業務を行 う場合は､規定に従って関係機関に ｢技術導入契約認可証書｣またはそのコピーを
掲示 しなければならない｡掲示できない場合には､銀行､税関､税務機関は取 り扱いを拒否
する権限を有する｡
第25条 この細則は対外経済貿易部が解釈を担当し､対外経済貿易部が自ら改正する｡
第26条 この細則は公布の日から施行する｡1985年 9月18日に対外経済貿易部が公布した ｢技
術導入契約認可規則｣は同時に廃止する｡
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(参考3)
重要産業開発区及び経済特区等の一覧
名 称 設 立 の 状 況 任 務
仙頭と福建省の度門を経済特区に指定､1980 総合性特区○工業の発展を主とし､工業と貿
年8月の第5期全人大常務委15回会議が批准し 易の結合した外向型経済を目指し､対外開放
た○1988年4月には第7期全人大第1回会議で海南島を経済特区に指定する決議を採択した○ の窓口及び基地の役割を持つ○
､上海､大連､秦皇島､煙台 (既に市となつ
た威海を含む)､青島､連雲港､南通､寧波
､温州､福州､広州､湛江､北海 (防城港を
含む)の14沿海港湾都市の一層の開放を決定
(1)既存企業の技術改造を重視し､経営管理
水準を向上し､新製品 ･新技術の開発に力を
注ぐO(2)重点産業を発展させ､目玉製品で
輸出拡大を図る｡外資系企業の誘致により技
術､管理水準を向上させる｡(3)観光資源を
活用し､第3次産業を発展させる｡(4)条件の
ある都市は経済技術開発区を設置し､外資系
企業に対し特区に類似した優遇政策を実施し
､技術集約型案件を導入する｡
台､青島､連雲港､南通､寧波､福州､広州 導入し､外国企業の投資を増加し､輸出を増
､湛江の11沿海開放都市に経済技術開発区を 加し､国外の先進的な技術と管理経験を消化
設置○1986年8月と1988年6月には上海の閏行 吸収すると共に内地に新しい技術と管理経験
､虹橋､漕河川開発区を参入01992年には温州､昆山､威海､営口､福清融橋を､1993年には福建東山､涛陽､吟爾漬､長春 杭州､蕪湖､武漢､重慶､恵州大亜湾､広州番愚南抄 蔚 を批准o現在は30カ所に設置されている○ を伝播する○
沿海経済開放区 1985年国務院は長江三角州､珠江三角州､福 国外の資金と技術を吸収し､国外の現代的経
建南部の虜門 .淳州 .泉州三角地区を沿海経 営管理経験を参考にして科学技術の進歩と経
済解放区として決定01988年さらに遼東半島 済の発展を促進o地域の長所を生かし､輸出
､謬東半島の沿海市 .県を､1990年済南市を を促進し加工業を発展させる○加工工業の必
､1992年8月には広東省都関､河源､梅州を 要に応じて農業等その他原材料の貿易～工業
沿海経済開放区として批准したo沿海開放区 ～農業一体化を行い､農業生産構造を調整し
は7ヶ所､41省轄市218県に及んでいるo ､国際市場を開拓し､加工生産と輸出による外貨獲得を発展させる○
上海浦東新区 1990年6月､中国共産党中央､国務院は上海 (1)全体計画は段階的に実施するo (2)導入す
に浦東新区を建設することを批准したo浦東 るプロジェクトは質､製品構造が高度のもの
地区は黄浦江以東､長江河口西南､川楊河以 とするo技術､知識集約型産業の開発を重点
北に位置し､面積は約500平方キロメートル として､新型原材料､部品､深度加工工業､
､人口138万人○党中央と国務院は浦東新匡 ハイテク産業を主とするo(3)国外の資金を
が経済技術開発区と経済特区の政策を実施す 利用して外向型経済を発展させる○(4)浦東
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主 な 優 遇 政 策
(1)特区の建設は外資導入を主とする｡ (2)特
区の経済活動は市場調節を主とする｡(3)特
区政府は比較的大きな経済管理権限を持つ｡
(4)投資する外国企業に対しより多くの優遇
政策と出入国の便宜を図る｡
(1)技術 ･知識集約型､投資額3000万ドル以
上､投資期間の長いもの､エネルr一･交通建設
は企業所得税を15%｡機械 電子 冶金 化学
建材 軽工業 紡織 包装 医療 製薬 農業 林
業 養殖 加工 建築業は所得税を8割｡ (2)也
方所得税の減免｡(3)生産､営業､建築用設
備と企業が使用の自動車､事務用晶は関税と
輸入工商統一税を免除｡(4)製品の輸出関税
と工商統一税の免除｡(5)輸入する原材料､
部品､包装材料の関税､工商統一税免除O
(1)生産､科技企業は15%で企業所得税を徴収
｡経営期間10年以上のものは利益があがった
年から1,2年目は所得税を減税､3-5年は半額
0(2)地方所得税減免は地方人民政府が決定
できる｡(3)製品は輸出関税と工商統一税を
免除する｡
(1)生産と科学技術の企業は所得税を24%とす
る｡地方所得税の減免は地方政府が決定でき
る｡ (2)外国企業の直接投資で輸出を目的と
する農林牧畜養殖業と加工業も上記の優遇を
適用する｡ (3)直接投資によるエネルキ'-､交通
と技術知識集約型又は3000万ドル以上のもの
､回収期間の長いものは､企業所得税を15%
に減じる｡(4)輸入する設備､原材料､企業
が使用する自動車､事務用品は関税と輸入工
商統一を免じる｡
(1)財政収入の新増分は8･5計画中は上納を
免除｡(2)生産性外資系企業の所得税は15%｡
経営期間10年以上は利益のあった年から2年
免税､3-5年は半減｡(3)建設用輸入機器材料
と生産用設備原材料 自動車 事務用品 外国
企業側生活用品 ･自動車 輸出製品は関税と
工商統一税を免除｡(4)インフラ項目は利益
のあった年から5年免税､次の5年半減｡(5)
外資の第3次産業への投資許可｡(6)外資銀行
増設を許可｡(7)保税区に外資貿易機設置｡
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名 称 設 立 の 状 況 任 務
国境開放都市 1992年3月､国務院は黒龍江省黒河 .緩芥河 ロシア始めCⅠSその他の諸国との国境貿易と
･球春､内蒙古自治区満州里の一層の対外開 地方貿易を積極的に拡大し､投資協力､技術
故を決定01992年7月内蒙古二連浩特の開放 交流､労働力派遣等多様な形式の経済協力を
を決定01992年6月には新彊自治区の伊寧 . 実施し､地元の長所を合理的に利用し､加工
博楽 .塔城､広西自治区の悪祥 .東興､雲南 製造業と第3次産業を発展させ､国境地域の
省の腕町､瑞麗､河口に国境開放都市の政策を実施することを決定○ 繁栄と安定を促進する○
国境経済協力区 1992年3月と7月に国務院は黒河､緩芥河､輝 内地企業の投資によりCⅠS諸国への輸出を主
春､満州里､二連浩特の5国境都市の一層の とする加工企業と適当な第3次産業を設立す
対外開放を決定しこれらの都市が批准ののち るo
一定区域を国境経済協力区とすることを可能
とした01992年6月国務院は伊寧､塔城､博
楽､懲祥､東興､瑞麗､腕町､河口において
も批准ののち国境経済協力区を設置できるこ
とを決定01992年7月には遼寧省丹東に国境
経済合作区の設立を批准した○
内陸開放都市 1992年6月国務院はウルムチ .南寧 .昆明の 内陸と沿海と地区との経済格差を縮小し対外
一層の開放と沿海開放都市の政策実施を決定 開放の全国の範囲内での合理的な配置を促進
01992年7月更に重慶 .岳陽 .武漢 .九江 .蕪湖の5長江沿岸都市､吟爾潰 .長春 .フホホト.石家荘の4国境 沿海地区省都､太原､合肥 .南昌 .鄭州 .長抄 .成都 .貴陽 .西安 .蘭州 .西牢 .銀川の11内陸省都を対外開放し沿海開放都市の政策を実施することを決定o するo
高新技術 1988年5月､国務院は北京市新技術産業開発 高新技術産業開発区の建設は火拒計画に基づ
(ハイテク) 試験区を批准､1991年3月にはさらに26ヶ所 き､10-20年でハイテク産業体系を発展させ
産業開発区 を高新技術産業開発区として批准したoこれ 既存産業を改造する○中国の技術力と工業を
らは3つに分類されるo 基礎に国外の資金､技術を取入れ､ハイテク
第1類 :知識集約型大中都市 .開放都市に設 の成果を生産力に転化する○高新技術産業開
置されているものo 発区は中国のハイテクの基地であり､技術 .
第2類 :経済技術開発区に設置されているも 経済体制改革の試験区であり､対外開放の窓
のo 口であり､伝統産業からハイテクへの放射線
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主 な 優 遇 政 策
(1)国境貿易と対外経済協力は国務院の ｢国
境貿易と経済協力の積極発展により国境の繁
栄と安定を促進することに関する意見｣等に
より実施○(2)加工貿易と輸出農業を奨励08
･5計画中は農産物輸出用種 .苗 飼ー料 .技
術設備､加工輸出用設備は輸入関税と産品税
(又は付加価値税)を免除○(3)外資系企業
の所得税は24%○隣国の企業は生産財､物資
､器材等実物を投資資本に充てることができ
､輸入関税と工商統一税を半額とする○
(1)インフラ建設に必要な機器設備等､及び
合理的な数量の事務用品は輸入関税と産品税
(又は付加価値税)を免除08.5計画中は新
増財政収入は地元に残し､インフラ建設に使
用する○(2)生産性国内企業で輸出規模が-
定額以上のものは隣国との輸出入経営権を付
与o所得税は24%で徴収○8.5期間中は投資
方向調節税を免除○(3)隣国とのバーター貿
易での所得は自主販売を許可し輸入の際は関
税と工商統一税を免除o
(1)生産性で技術知識集約型又は投資額3000
万ドル以上､投資期間の長いもの､インフラ
項目は所得税を15%○機械 電子 冶金 化学
建材 軽工業 紡織 包装 医療 製薬 農業 林
業 養殖 加工 建築業は規定の所得税の8割を
徴収○(2)地方所得税は免除o(3)生産用､営
業用設備､建築用材料､企業使用の自動車､
事務用品は関税と工商統一税を免除O(5)製
品は輸出関税と工商統一税を免除○(6)原材
料､部品の輸入関税と工商統一税を免除○
ハイテク企業認定の条件 :(1)ハイテク技術
･製品の研究開発生産経営に従事o(2)独立
採算､自由経営､損益自己負担o(3)大卒以
上の学歴の技術員が従業員の30%以上でハイ
テク技術 .製品開発に従事する技術者が従業
員の10%以上○(4)ハイテク技術 .製品研究開
発経費が総収入の3%以上o(5)技術性収入と
ハイテク技術製品生産額の総和が総収入の50
%以上o(6)経営期間は10年以上○ 優遇政
(出典) ｢中国経済改革開放実験区｣国務院弁公庁秘書局編 中国青年出版社 1992年10月
｢人民日報海外版｣1993年7月2日第1面
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(参考 5)
日本企業か らの中国の技術導入事例
(1)首鋼 日電公 司の技術移転
首綱 目電公 司は中国首都鋼鉄公 司と日本電気の合弁企 業で､ 1991年12月31
日に成立 した｡ 登録 資本 は87億 円､ 当初 の総投資額 は260億 円､ 後 に380億 円
に増額 し､ 首鋼が株式 の49%を 占め､ 日本電気が株式 の51%を占めてお り､
唯一 の海外 IC企業 で ある｡ この合弁会社 は主 にLSIの設計､ チ ップ加工､
組み立て､ 試験及 び販売 を行 ってお り､ 主要製品は リニ ア回路､ メモ リー､
マイ クロプロセ ッサーで ある｡ 1996年の生産能力は前工程 の 6イ ンチ1.2
ミク ロンで 月産3,000枚､ 後工程では5,000万個 に達 してお り､ 1997年 には
0.5ミクロン月産8,000枚 に達す る予定Q
この合弁会社 の従 業員 は840名､ 技術者 は221名で､ うち 日本側技術者は15
名｡ 会社成立後､ 外地 で高卒者 を募集 して 3カ月間の研 修 を実施｡ 中国側技
術者 につ いて は 日本 とアメ リカで研修 を実施｡ また清華大学 と共同で在職 し
た まま修 士､ 博士課程 を履修 で きるよ うに した｡
合弁会社 生産開始後 の一次歩留 ま りは72%に達 した｡ 1995年 には中国側技
術者 はチ ップフロー に成功 し､ 品質は 日本電気によって認証 された｡ その年
の合弁会社 の販売収入 は9.1億元､ 中国電子工業 トップ百社 の うち第37位 に名
を連ねた｡
○ 同社 の技術導入が成功 した主な要因 :
1. 首鋼 の技術 力の高 さ
2. 労働者 に対す る技術研修 の重視
3. 中国側技術者 のIC設計への参加
4.合弁企業への 日本側技術者 の大量投入
(2) 日本の商業 コンピュー ター システムの技術移転
1995年､ 北京 のある中規模 シ ョッピングセ ンターが増築 を予定 し､ 増築 を
機 に商業 コンピュー ター システムを構築す る ことにな った｡ このシ ョッピン
グセ ンター の責任者 は 日本企業 の製品が以下 の点で優れ ている と､ 調査の結
果､ 以下 に基づ いて判 断 された｡
1. 長期 にわたるコマー シャル コンピュー ターシステム の開発 ノウハ ウを有
している｡
2.POSの専門 メーカーで ある｡
3. 同シ ョッピングセ ンター の商業 コンピューター システムを足がか りに中
国市場で企業の信用 を樹立 しよ うと考 えて いる｡
4. 某社 の経営理念 とシステムの設計思想が 同シ ョッピングセ ンター の発展
構 想 に適合 して いる｡
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双方 が契約 を調 印 しよ うとして いた まさにそ の時､ このシ ョッピングセ ンタ
ー の主管部 門 は この プ ロジェク トを公開入札 す るよ う要求 して きた. 日本 の某
社 は競 争入 札 に勝 ち うる数 々の有利 な条件 を有 してたが､ 結局契約 す る ことは
で きな か った｡ そ の原 因の 1つ は､ 日本側 のPOSが 2つ のCPUとICカー ドを使用
す るよ う設 計 されて いたためで､ これ は中国で は先例が な く､ 信頼 性 に疑 問が
投 げか け られた ので ある｡ 実際 には こうしたや り方 は 日本側 が シ ョッ ピングセ
ンター の情況 に基づ いて特別 に設計 した もので あ り､ しか もすで に上海 の一社
で使用 されて いた｡ 後 に この シ ョッピングセ ンター の主管部 門は同 プ ロジェク
トを国外 の一社 に担 当 させ るの は妥 当で はな い と判断 し､ 同プ ロジ ェ ク トの コ
ンピュー ター システム の構築 を他社 に委託 し､POS部分 はや は り日本側 某社 とそ
の他 の競争者 とで競 争入札 させ る ことに した が､ 最終 的 な決定 はい まだな され
て いな い｡
○ 同社 の技術導入 の障害 とな った主な要 因
1. シ ョッ ピングセ ンターの主管部門の関与
2. 国内の他 の競 争者 と政府 部門の関わ り
3. 日本側某社が競 争入札時 に 自 らの突 出 した優位性 を示せ なか った
4. 中国国内の技術 普及政策
(3) 上海永新彩色顕 象管 (カ ラー ブラウ ン管 )有限公 司の技術導 入事例
上海永新彩色顕 象管有限公 司は1987年 の創設､ 上海真空電子器 件股分有 限
公 司､ 上海久事公 司及び香港 永新技術 開発 有 限公 司の三社 によ る合弁企業で､
登録 資金 は人民元 4億元｡ 従 業員数 は3,200名､ 大尊､ 中専程度 の教養 を有す
る従 業員 は全体 の30%以上｡
1987年､ 中国で カ ラーテ レビの市場ニー ズが高潮 した際､ 輸入 ブ ラウ ン管
が 高価 で あったた め､ 市場ニ ーズ に応 えて 中国 のカ ラーブ ラウ ン管 工業 を発
展 させ るべ く､ 電子 工業部 は海外 の近代 的設備及び技術 を導入 し､ 上海､ 南
京､ 北京及 び隣西省成 陽市 にカ ラー ブ ラウ ン管 の生産 ライ ンを 4本設置す る
決定 を出 した｡ 上海永新公 司は こうした背 景 の もとで設立 され た｡ 当時 の建
設投資額 は人民元 11億元 で､ 2期 に分 けて建設工事 が行われた｡
第 一期 で建設 され た工場 は1989年 に完 了 し､ 操業 を開始 した｡ 導入 され た
生産 ライ ンは 日本 の東芝 の18イ ンチカ ラー ブ ラウ ン管 のライ ンで あ ったが､
この技術 は国際的 には80年代 中期 の製 品 レベル に相 当す る もので あ った｡ 第
一期 に建設 された工場 の操業 が 開始 され た後､ 永新 公 司は次 々 に新 しい生産
技術 を導 入 した｡
1992年､ 東芝か ら80年代末 の国際的 レベル に相 当す る21イ ンチ カ ラー ブ ラ
ウ ン管 の生産技術 及び生産 ライ ンを導入 した｡ さ らに1993年 には25イ ンチカ
ラー ブ ラウ ン管 の生産技術及 び生産 ライ ンを導入 したが､ この技 術 は国際的
に も1990年代初 め の先進的 レベル に相 当す る もので あ った｡ 1994年 の永新公
司のカ ラー ブ ラウ ン管 の生産 量 は162万個､ 販 売数 は152万個､ 生産額 は17.1
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億元､ 利 益 は2.42億 元 に達 した｡ 同社 製 の18イ ンチ､ 21イ ンチ カ ラー ブ ラ ウ
ン管 の品質 は国 内で は一､ 二 を誇 ってお り､ かつ海外 へ も輸 出 されて いるo
O同社 の技 術 導 入 が成 功 した主 な要 因
1. 新 しい技術 を不 断 に吸収 す る ことがで きた｡ 技術 導入協 議 で､ 設備導 入
後 3- 5年､ 東芝 が 継続 して新 しい技術 を提供 す る よ う取 り決 め られ て い
たため｡
2. 良好 な 品質保 証 システム を構 築 して いる｡ 同社 は ISO9000品質保 証 システ
ム を構 築 し､ か つ ISO9000合格 証 書 を取得 した｡
3. 技術 者研 修 の重視｡ 同社 は毎 年 導 入 プ ロジェ ク トに基 づ き海 外研 修 を実
施 し､ 社 内 にお いて も毎 月 1- 2度技 術講 座 を開 いて いる｡
4. CADシステ ム の構 築
5.技術 更 新､ 技術 改 造 を弛 まず行 って いる｡ 同社 は毎年､ 合 理 化提案 の活
動 月間､ 活 動週 間 を設 け､ 提案 を行 った従 業員 を奨 励 した｡ 1994年 だ けで､
延 べ830人 の従 業員 か ら合 理化 提 案 が寄 せ られ た｡
(4) 上海尼 賓 粒 伝感 器 (セ ンサ ー ) 有 限公 司の技術 導入 事例
尼 賓投 公 司 は 中国科 学 院上海 技 術 物 理研 究所が 1986年 に 日本 陶 歪株 式会 社
との合弁 で 設立 した もので､ 当時 の 中 日双方 の投 資額 はそれ ぞ れ 人民元 160万
元､ 年 間 計画 生産 量 は赤外線 セ ンサ ー 30万個､ 従 業員 数 は30人以 下で あ った｡
しか し､ 1996年 には 同社 のセ ンサ ー 生産 能 力は5000万個 余 りに達 し､ 従 業
員 も200人余 りに増 え､ 登 録 資本 も人 民元 1.1億元 に増 額 され､ 製 品はそ の90
%以 上が 輸 出 され､ 世 界 のセ ンサ ー 市 場 の60%を 占め る まで にな った｡
○ 尼 書抜公 司の技術 導 入 の特 色
上海技術 物 理研 究 所 は赤外線 レーザ ー チ ップの研 究 成果 で は他 者 を リー ドし
てお り､ か つ優 秀 な管 理 人員及 び科 学 技術 要 員 を抱 えて お り､ か つ 国際市場 で
販 売ル ー トを持 つ 日本 陶 蓋株 式会 社 が セ ンサ ー 生産 の工 程技術､ 生産 設備並 び
に生産 管理 ノウハ ウを提 供 した｡
1988年 か ら､ 同社 は主 要部 品 の 国産 化 に着 手 し､ 江蘇 省､ 漸 江 省 で十 数社 を
選 んで協 力企 業 と し､ そ の全 て につ いて ISO9000に基 づ く管 理 を施 し､ 部 品 の国
産化 率 を80%以 上 に まで 引き上 げ､ 一 部 の部 品 につ いて は 日本 へ も輸 出 して い
る｡ 輸 出開梱 率 は99.8%に達 し､ これ は海外 の同類 の企 業製 品 を上 回る数値 で
あ る｡ 1991年､ 同社 は開発研 究 室 を設 け､ 上海 技術 物理研 究所 か ら十数名 の博
士､ 修 士課 程 の研 究 生 を招 き､ セ ンサ ー 及 び応 用製 品の 開発 を担 当 させ たO こ
れ によ り赤 外 線 セ ンサ ー の製造 工 程 時 間 は 7分 か ら 5分 に短縮 され､ 一部 の工
程 の効 率 は 日本 の 同種 の1.6倍 に達 した｡
ー66 -
○ 同社 の技術導入が成功 した主な要因
1. 中国側 の導入技術 の消化能 力､技術 開発能力が高 く､ かつ新製品の開発 を
重視 し､ 同社 は毎年販 売額 の10%を新製品の開発及び技術研 究 に振 り向 け
た｡
2. ISO9000規 範 に基づ く厳格な生産品質管理 を実 施す ることがで きた｡
3.技術研修 を重視 し､ 同社は毎年技術管理者 を海外視察､研修 に派遣 し､ か
つ労働者 5- 6名 を 日本 に派遣 し研修 を受 けさせ た｡
注)本記述 は､ 主 として中国国家科学技術委員会科技促進発展研 究 中心 による｡
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(参 考 6)
参 考 文献 につ いて
日本 の技術 輸 出 の実 態 (平 成 4- 6年度 )
科 学 技 術研 究 調 査 報 告
1996年 版 中国経 済 デー タハ ン ドブ ック
1995年 版 中 国投 資 ハ ン ドブ ック
戦略 的 資本 主義 ケ ン ト ･E ･カル ダー著
イ ノベ ー シ ョンの本 質 ネ オナ ー ド ･H ･リン著
中国 の企 業 と産 業 井 上隆一郎 著
中国投 資 はなぜ 失敗 す るか 梶 田幸雄 ほか著
開か れ る 中国 今 井 理 之編 著
中国投 資 の手続 き と留 意点
中国投 資 ガ イ ド
戦後 日本 の経 済 発 展 に寄 与 した産 業政策 とそ の役割
中国 にお け る研 究 開発 機構 (工 業 技術 院委 託 調査)
21世 紀 の産 業構 造 の変 化 に対 応 し我 が 国 の独 自性 を
保 ち得 る科 学技 術 の展 開方 法 に関す る調査
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科学技術 政 策研 究所
総務庁統 計 局
財 団法 人 日中経 済 協会
財 団法 人 日中経 済 協会
日本経済新 聞社
東洋経済新 報 社
日本経 済新 聞社
亜 紀 書 房
ジェ トロ出版
横浜 銀行総 合研 究 所
川崎商工会 議 所
通商産 業研 究 所
アジア経済 研 究 所
アジア経済研 究 所
[付 記]
本調査研 究 は､ 科学技術政策研 究所が､ 中国 の機 関 の協 力 を得 て進 め られ た
もので あ り､ 中国国家科学技術委 員会科技促進発展研 究 中心 をは じめ とす る機
関 の多 くの方 々 に御支援 と ご助言 をいた だき ま した｡
さ らに､ 中国 の現地調査や情報 収集等 につ いて､ 在 中国 日本大使館 伊 藤 宗
太 郎書記官､ 動 力炉 ･核燃 料 開発事業 団北京事務所 竹縄佳 二次 長 をは じめ と
す る方 々に ご協 力頂 き ま した｡ この場 をお借 りして感 謝致 します｡
また, 調査研 究 を進 め る にあた って､ 前滞祐 一総括 上席研 究官､ 永 田晃也上
席研究官､ 木場 隆夫上席研 究官 のはか所 内の方 々に ご助言 を頂 き ま した｡
そ の他､ 報告書 をま とめ るにあた り､ 巻末 の資料作 成 につ いて は､ 三島虞理
さんの ご協 力 を頂 きま した｡
そ して最後 に､ お忙 しい中に もかかわ らず調査 に ご協 力頂 き､ 貴重な情報 を
提供 して頂 いた各調査機 関及 び企 業 の方 々に心か らお礼 を申 し上 げます｡
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